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令和７年度川本町一般会計当初予算案の概要 

〔予算の概要〕 

□ 予算総額 ５５億７，９３５万円（６年度 ５０億３１３万５千円 １１．５％増） 

本町において、令和２年度に策定した「第６次総合計画」に基づき、持続可能な税源

涵養に資する少子化対策や人づくり、新しい人の流れづくりをはじめとする人口減少対

策に重点的に取り組み、これまでに一定の成果を残してきた事業は継続・拡充して実施

していく。さらに、引き続き公共施設総合管理計画の推進につながる公共施設の除却や

長寿命化に対する取り組みも積極的に推進し、ＤＸの推進などにより個性を生かした地

域づくりに取り組んでいくこととしている。 

令和７年度の一般会計当初予算の編成にあたっては、第６次総合計画及びデジタル

化推進計画に対応する経費として一般財源額８，０００万円の特別枠を設け、重点的に

盛り込んでいる。主なものとして、治水対策では、令和５年度から事業が本格化した谷地

区及び瀬尻・久料谷地区治水対策事業（２億９,９００万円）、人口減少対策では、新たな

「挑戦人口」創出を目指す女子野球で繋がるプロジェクト「島根フィルティーズ」運営事

業（７，６５１万円）、更なる島根中央高校の魅力化に向けて令和７年度に開設を行う公

設民営塾整備事業（２，１００万円）等を計上している。 

これらの事業を実施することにより、令和７年度の予算規模は、前年度当初予算に比

べ５億７，６２１万５千円増（＋１１．５％）の５５億７，９３５万円となった。主な増額の要因

は、令和７年度に整備工事を行う河津桜公園整備事業が１億５，００８万６千円増、同じ

く令和７年度に工事を行う町道因原日向線道路改良事業が７，３１４万４千円増等に伴

い、普通建設事業費が前年度比２億５，９２２万２千円増となったことがあげられる。また、

基幹系端末のシステム標準化作業や、ガバメントクラウド利用開始に伴う邑智郡総合事

務組合負担金（情報システム課）が８，６１７万７千円増となったことや、給与改定に伴う

人件費の増、近年実施している大型事業による公債費の増等も増額の要因の一つであ

る。 

当初予算編成において不足する財源を補うため、財政調整基金の取崩しを前年度

比１億５２０万４千円増の２億９，２１５万円計上した。また、近年実施している各投資的

事業の財源に充当した地方債の元金償還開始に伴い公債費が増額となり、その財源を

補うため減債基金の取崩しを１億２，６１３万３千円計上している。今後の財政推計にお

いても、公債費の増加が見込まれることから、しばらくの間、減債基金の取崩しを続けて

いく予定である。今回から新たに取り組む「事業スクラップ等調査」を活用し計画的に廃

止・見直しすべき事業を洗い出し、これまで以上に経常経費の削減に努めていく必要が

ある。なお、令和７年度末の基金残高（財政調整基金・減債基金・特定目的基金の合

計）は、前述の財政調整基金や減債基金の取崩しに加えて、特定目的基金の活用も図

っているため、令和６年度３月補正後をベースに、５億７，３４９万６千円減の１６億２３５

万７千円になる見込みである。 
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〔歳  入〕 

１ 町  税 

□ ３億３，２２５万８千円（６年度 ３億２，９７０万６千円 ０．８％増） 

令和７年度の地方財政計画において、地方自治体独自の財源となる地方税収は、２兆

７，１６４億円増の４５兆４，４９３億円で前年度に対し６．４％増とされているが、川本町にお

いても、前年度当初予算に比べて２５５万２千円増（＋０．８％）の３億３，２２５万８千円を見

込んでいる。 

個人町民税については、異動見込み等を踏まえ、前年度と同額の１億９４０万円を計

上している。また法人分については、令和６年度決算見込みにより、前年度に比べて１０

０万円増（＋３．８％）の２，７００万円を計上している。  

固定資産税については、令和６年度調定を踏まえ、前年度に比べて９７万円増（＋０．

６％）の１億５，９８８万９千円を計上している。 

また、軽自動車税については、県試算の環境性能割も含め、前年度に比べて５８万２

千円増（＋４．０％）の１，４９６万９千円、たばこ税については、令和６年度見込みを参考

に、前年度と同額の２，１００万円を計上している。 

 

２ 地方譲与税、地方消費税交付金及び法人事業税交付金等 

□ １億５，５０３万２千円（６年度 １億４，９４５万９千円 ３．６％増） 

令和６年度の決算見込額を基礎として、地方譲与税は前年度比１３７万１千円増（＋

１．８％）の５，５７２万４千円、地方消費税交付金は前年度比２３０万７千円増（＋２．

８％）の８，３３１万８千円、法人事業税交付金は前年度比４４万４千円増（＋５．１％）の９

０９万９千円を計上し、総額では前年度比５５７万３千円増（＋３．７％）の１億５，５０３万２

千円を計上した。 

 

３ 地方特例交付金 

□ ９０万円（６年度 ９０万円 前年度同額） 

令和６年度の決算額を基礎として、前年度と同額の９０万円を計上した。 

 

４ 地方交付税 

□ ２５億３，７０６万円（６年度 ２２億９，０４７万１千円 １０．８％増） 

普通交付税は、令和６年における人事委員会勧告を踏まえた常勤職員の給与改定に

要する経費を個別算定経費に、会計年度任用職員に係る給与改定については個別算定

経費と包括算定経費に算定されることによる増を見込んだ。また、地方公共団体の施設に

おける光熱費高騰分については引き続き包括算定経費において一括算定されることや、

ごみ収集や学校給食などの地方公共団体のサービス及び施設管理等の委託料の増加を

考慮し、個別算定経費に増額して算定されること等を見込んだ。また、臨時財政対策債へ

の振替額は、国の令和７年度地方財政対策により、平成１３年度の制度創設以来初めて
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新規発行額が０となるため、前年度比３０９万４千円の皆減で見込んでいる。これらにより、

普通交付税額としては、前年度比１億４，８００万５千円増（＋７．４％）の２１億５，２８３万８

千円を試算し、交付額が予算割れを起こさないようより堅く見積もるための調整額７，０００

万円を除いた２０億８，２８３万８千円を計上した。 

一方、特別交付税は、女子野球で繋がるプロジェクト事業等により地域おこし協力隊

員が大幅に増員することが主な要因となり、全体で前年度比１億１１０万６千円増（＋２８．

６％）の４億５，４２２万２千円を計上した。 

 

５ 分担金・負担金及び使用料・手数料 

□ １億６，３５１万４千円（６年度 １億６，４３７万６千円 ０．５％減） 

分担金・負担金については、老人福祉施設入居者負担金や在宅当番医制運営費負

担金等を見込み、前年度比１０万８千円減（△０．３％）の３，１４３万７千円を計上した。

主な減額の要因として、配食サービス事業分担金の８万４千円減があげられる。 

使用料・手数料については、町営住宅使用料や学習交流センター、まちごと魅力化

センター等の各種施設使用料、一般廃棄物処分手数料等を計上し、前年度比７５万４

千円減(△０．６％)の１億３，２０７万７千円を計上した。減額の要因は、年間延利用者数

の減によるまちごと魅力化センター使用料の５９万４千円減、ＩＰ告知システムの令和８年

１月廃止及び使用料改定に伴うＦＴＴＨ通信サービス使用料の４９万４千円減があげら

れる。一方で、令和６年度に４棟整備を行った定住促進住宅が増額要因となり、住宅使

用料は全体で６０万１千円増となった。 

 

６ 国庫支出金 

□ ６億４，４２５万５千円（６年度 ５億１，６９０万３千円 ２４．６％増） 

 国庫支出金については、地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係るデジタ

ル基盤改革支援補助金が６，２８６万２千円増、天神町団地給排水管改善工事をはじめ

とした町営住宅改修事業の増により、社会資本整備総合交付金が４，５０１万６千円増、

保育所公定価格単価増に伴う子どものための教育・保育給付費交付金が１，３８４万２

千円増、令和６年１０月の制度改正に伴う児童手当負担金が１，３８０万６千円増等によ

り、総額で前年度比１億２，７３５万２千円増（＋２４．６％）の６億４，４２５万５千円を計上

した。 

 また、その他の主なものとして、障害者自立支援給付費負担金６，８９０万４千円、生活

保護費負担金３，２４２万９千円、新しい地方経済・生活環境創生交付金１，４７８万７千

円等を計上した。 

 

 

 

 

-4-



 

７ 県支出金 

□ ２億２，４７９万５千円（６年度 ２億４，００３万１千円 ６．３％減） 

総額で前年度比１，５２３万６千円減（△６．３％）の２億２，４７９万５千円となった。主な

減額の要因としては、令和６年度に定住促進住宅整備事業に対して交付されたしまね

定住推進住宅整備支援事業補助金の２，５４５万７千円減があげられる。一方で、国庫

支出金と同様に、子どものための教育・保育給付費交付金が５２９万５千円増、また、学

習交流センターやまちごと魅力化センターの運営費に係る、市町村交流施設利用寄宿

舎運営費補助金は、物価高騰に伴い県の積算基準見直しが行われ、１９４万７千円増

で計上している。 

また、その他の主なものとして、障害者自立支援給付費負担金３，４４５万２千円、中

山間地域等直接支払事業交付金１，６４３万２千円、後期高齢者医療基盤安定負担金

１，４３２万９千円、国民健康保険基盤安定負担金９７７万９千円を計上した。 

 

８ 財産収入 

□ １，９６３万５千円（６年度 １，２３８万４千円 ５８．６％増） 

財産運用収入として土地・建物の貸付収入及び利子・配当金等を見込み、総額で前

年度比７２５万１千円増（＋５８．６％）の１，９６３万５千円を計上した。主な増額要因は、

町有地分譲事業による土地売払収入の５００万円皆増があげられる。 

 

９ 寄附金 

□ １，６４６万９千円（６年度 １，５０９万６千円 ９．１％増） 

寄附金は、近年の寄附金実績をもとに、寄附返礼に伴う報償金とふるさと納税業務委

託料等の歳出額を見込み計上した。また、ええなぁまつりかわもと実行委員会への補助

金のうち、花火大会経費についてはガバメントクラウドファンディングで募ることとし、寄附

金全体で前年度比１３７万３千円増（＋９．１％）の１，６４６万９千円を計上した。 
 

１０ 繰入金 

□ ５億８，４３３万４千円（６年度 ５億９０９万７千円 １４．８％増） 

基金繰入金は、前年度比７，５２３万７千円増（＋１４．８％）の５億８，４３３万４千円を

計上した。このうち、財源不足を補うための財政調整基金繰入金と、町債の償還に充て

る減債基金繰入金の合計額は、前年度比３，１３３万７千円増（＋８．１％）の４億１，８２８

万３千円を計上している。 

また、特定事業に充当するためのその他特定目的基金については、前年度比４，３９

０万円増（＋３５．９％）の１億６，６０５万１千円の繰入れを予定している。この内、町営住

宅の改修費等に充当するため、公共施設等総合管理基金からの繰入を前年度比４，８

７２万１千円増（＋５０．７％）の１億４，４７５万５千円計上している。 

基金残高については、令和６年度末の見込みが２１億７，５８５万３千円に対し、令和７

年度末は１６億２３５万７千円となる予定である。 
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１１ 諸収入 

□ ８，３４９万８千円（６年度 ９，３７１万８千円 １０．９％減） 

総額で前年度比１，０２２万円減（△１０．９％）の８，３４９万８千円を計上した。 

主な減額要因は、令和６年度に川本西グラウンドの環境整備に充当を予定していた

新たな「移住・定住」推進プロジェクト補助金の４７２万円減、公社造林の保育間伐事業

皆減による造林事業受託収入の３７８万７千円減等があげられる。 

また、その他の主なものとして、介護保険事業委託料２，２５２万６千円を計上した。 

 

１２ 町  債 

□ ８億１，７６０万円（６年度 ６億８，０９９万４千円 ２０．１％増） 

町債については、前年度比１億３，６６０万６千円増（＋２０．１％）の８億１，７６０万円

を計上した。主な増額要因は、令和６年度に実施設計、令和７年度に工事を行う河津桜

公園整備事業債（辺地）の１億５，４２０万円増、令和５年度から事業が本格化した谷地

区及び瀬尻・久料谷地区治水対策事業債（緊自）の１億３，２８０万円増があげられる。 

その他、令和７年度の主な借入は、道路災害対策事業債（過疎）５，４６０万円、地域

情報通信基盤整備事業債（過疎）４，０００万円、町道因原日向線改良事業債（過疎）３，

８４０万円、避難所空調整備事業債（緊防）２，２００万円等である。 

また、過疎ソフト事業債についても、前年度と同額の８，０００万円を計上し、効果的な

財源確保により積極的なソフト事業実施を行う。 

国の地方財政対策により、財源不足額を地方交付税から地方公共団体の借入金に

振り替える臨時財政対策債（赤字地方債）については、平成１３年度の制度創設以来、

初めて新規発行額が０となり、川本町においても前年度比３０９万４千円皆減とした。 

以上より、令和７年度末の地方債現在高見込みは、令和６年度末見込み額から２億１,

４２３万円増の５９億５，６１０万８千円となった。 

 

〔歳  出〕 

１ 義務的経費 

□ １９億７，１８０万円（６年度 １８億９２８万１千円 ９．０％増） 

人件費の総額は、前年度比６，８０６万１千円増（＋９．７％）の７億６，７８１万４千円を

計上している。特別会計及び公営企業会計の５名を含む全体の正規職員数は２名増の

６５名となり、一般会計では６０名分を計上している。計上額は、給与改定等により３，１０

７万５千円増の４億７，７４９万３千円となった。 

会計年度任用職員は、前年度と同数の６６名分を計上しており、給与改定や勤勉手

当の当初予算計上により２，９７５万円増の１億８，１７６万４千円となった。また報酬改定

により特別職が４０１万円増の４，３０６万５千円、議員が４０３万９千円増の３，５２０万円と

なった。 

扶助費の総額は前年度比３，９２７万８千円増（＋７．３％）の５億７，４３９万９千円を計
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上している。主な増額要因は、保育所公定価格増により子どものための教育・保育給付

費が前年度比２，５０９万１千円増（＋１７．１％）の１億７，９７６万５千円となったことや、

令和６年１０月の制度改正により児童手当が前年度比１，１９８万円増（＋３４．５％）の４，

６６８万円となったこと等があげられる。その他の主なものとして、障害者自立支援給付

費は前年度比２３６万８千円増（＋１．８％）の１億３，６９６万８千円、養護老人ホーム措

置費は前年度比１７８万円増（＋２．０％）の９，１５４万５千円、生活保護扶助費は前年

度比３５万７千円減（△０．８％）の４，３２４万円を計上した。 

公債費については、令和３年度に借り入れた過疎債（新可燃ごみ共同処理施設整備

事業、町道中倉日向線改良事業等）の元金償還が開始されることにより、総額は前年度

比５，５１８万円増（＋９．６％）の６億２,９５８万７千円を計上している。 

 

２ 投資的経費 

□ １２億４，８８３万６千円（６年度 ９億８，９６１万４千円 ２６．２％増） 

普通建設事業費の総額は、前年度比２億５，９２２万２千円増（＋２６．２％）の１２億４，

８８３万６千円を計上している。主な増額要因としては、谷地区及び瀬尻・久料谷地区治

水対策事業の１億７，２１０万円増、河津桜公園整備事業の１億５,００８万６千円増、町

道因原日向線道路改良事業の７，３１３万４千円増、まげなねっと加入者用機器更新事

業の４，０００万円皆増、避難所運営対策事業の２，２００万円皆増、消防用防火水槽整

備事業の２，１００万円皆増等によるものである。一方、減額となった事業は、定住促進

住宅整備事業の１億４，１９５万１千円皆減、町道田原絵堂線改良事業の８，８９４万９千

円皆減、因原地区内水排除施設拡張事業の６，５５０万円皆減等があげられる。 

その他の主な事業として、天神町団地給排水管改善事業等の町営住宅改修事業１

億９，４４０万円、道路災害対策事業１億２，６０２万５千円、消防車両整備事業１，０００

万円、コミュニティバス整備事業６００万円等を計上した。 

 

３ その他経費 

□ ２３億５，８７１万４千円（６年度 ２２億４２４万円 ７．０％増） 

その他経費の総額は前年度比１億５，４４７万４千円増（＋７．０％）の２３億５，８７１万

４千円を計上した。 

その他経費の中で、補助費等は、前年度比２億２６９万７千円増の１２億８，５９７万３

千円を計上したが、地方公営企業法適用となった簡易水道事業会計及び農業集落排

水処理事業会計に対する繰出金の性質を補助費等に変更したことを差し引くと、実質

的な増額は５，９４１万８千円となる。主な増額要因は、邑智郡総合事務組合負担金（情

報システム課）の８，６１７万７千円増、島根フィルティーズ運営費補助金の７，３９１万３

千円増等があげられる。また、主な減額要因は、住まいづくり応援事業のうち民間住宅

整備支援事業補助金の２，４００万円減等があげられる。 
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その他、負担金の主なものとして、江津邑智消防組合負担金１億６，３０２万１千円（う

ち、１５，１４６千円は普通建設事業費）、補助金の主なものとして、社会医療法人仁寿

会に対する公的病院等支援費補助金１億６，８００万円、社会福祉協議会人件費補助

金２，５０５万４千円、中山間地域等直接支払事業交付金２，１９１万円を計上した。 

物件費は、前年度比７，３６７万１千円増（＋１０．９％）の７億５，１１１万７千円を計上

している。主な増額要因は、令和７年度新たに取り組む公設民営塾整備事業の運営委

託料２，１００万円皆増、学校施設建設検討事業の基本構想・基本計画策定業務委託

料の１，３０４万６千円皆増等があげられる。また、賃金引き上げに伴う労務単価の上昇

により、各種委託料や指定管理料が増額となったことも大きな要因である。一方で、主な

減額要因は、令和６年度に町内ネットワークの強靭化サーバーやウイルス対策ソフト更

新を行った情報機器整備業務委託料の９４５万７千円減があげられる。 

繰出金は簡易水道事業会計及び農業集落排水処理事業会計を補助費等へ移行し

たことにより、前年度比１億２，３６１万２千円減（△３１．７％）の２億６，６２０万８千円を計

上している。国民健康保険事業特別会計は人件費及びシステム標準化関連により前年

度比１，２９７万円増（＋２５．０％）の６，４９３万７千円、後期高齢者医療特別会計は前

年度比２５１万６千円増（＋２．６％）の９，８１８万９千円、介護保険事業は前年度比８３９

万３千円減（△７．５％）の１億３０８万２千円を計上した。 
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４ 新規事業・主要事業  

「第６次総合計画」の実現に向けて、成果指標を設定した重点事業や、「デジタル化

推進計画」に基づくデジタル化推進事業、「公共施設等総合管理計画」に基づく老朽化

等対策事業等を着実に推進するため、以下の事業については特別の予算枠を配分し

事業を実施する。 

 

□ 総務財政課 

➢ 町有地分譲事業 【新規】 ４００万円 

 

□ まちづくり推進課 

➢ 矢谷線デマンド乗合タクシー実証事業 

➢ 女子野球で繋がるプロジェクト運営事業 

➢ 県内卒業生還流促進事業 

➢ 公設民営塾整備事業 

【新規】 

【拡充】 

【新規】 

【新規】 

２１３万円 

７，６５１万円 

６９９万円 

２，１００万円 

 

□ 産業振興課 

➢ 有害鳥獣被害対策事業 

➢ 河津桜公園整備事業 

➢ ６次産業化推進事業 

➢ 水稲農業経営安定化支援事業 

➢ 有機農業推進事業 

➢ 畜産経営持続化支援事業 

➢ 宿泊業立地可能性調査事業 

➢ 地域商業等支援事業 

【拡充】 

【継続】 

【拡充】 

【新規】 

【新規】 

【新規】 

【新規】 

【拡充】 

４００万円 

１億６，０３６万円 

４００万円 

１３０万円 

６０万円 

１００万円 

３００万円 

３００万円 

 

□ 健康福祉課・教育課 

➢ ファミリーサポートセンター事業及び 

小学生の家庭学習応援事業 
【新規】 ３４０万円 

 

□ 地域整備課 

➢ 町道因原日向線改良事業 

➢ 瀬尻・久料谷地区治水対策事業 

➢ 谷地区治水対策事業 

【継続】 

【継続】 

【継続】 

９，４２３万円 

１億２，２００万円 

１億７，７００万円 

 

□ 地域整備課・教育課 

➢ ２０３０国民スポーツ大会及び女子野球チーム 

拠点整備に向けた町民球場改修事業 
【新規】 １，８００万円 

 

□ 教育課 

➢ 学校施設建設検討事業 【拡充】 １，４８３万円 
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 町有地分譲事業 【新規】 

当初予算額：４，０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○近年、町内の持ち家新築件数が低迷（令和4年度0件、令和5年度3件）しており、民地 

官地の宅地不足が影響 

〇一方で、町は利活用予定のない町有財産（土地・建物）を多く保有 → 遊休町有財産 

〇遊休町有財産を保有、維持していくには草刈委託料などの管理経費が必要 

２ 概 要 

 ○遊休町有地のうち、利便性の高い土地から優先的に水道や接道等のインフラ環境を整備し 

たうえで、売却を実施 

 〇利便性の高い主な遊休町有地は以下のとおり 

 遊休町有地 地 区 面積（㎡） 必要な工事 

① 旧合銀支店長宿舎跡地 日の出 326㎡ － 

② 旧神田団地跡地 上因原 460㎡ 水道管分岐、側溝 

③ 旧井の迫団地跡地 木路原 1,635㎡ 構内道路、水道管布設・分岐 

④ 国交省川本出張所付近 上因原 535㎡ 解体、造成 

⑤ 古布毛団地跡地 上因原 2,244㎡ 
解体（R6年度事業）、 

造成、構内道路、水道管布設 

⑥ 旧江川荘跡地 上因原 2,000㎡ 道路、水道管分岐 

〇①は令和6年度に分譲開始（1区画） 

〇②は令和7年度に分譲予定（2区画） 

 ［整備内容］ 

 ・水道管分岐工事、側溝工事 分筆、水路の払下げ 等 

   ※ これらの関連経費は、売却価格に含める 

［スケジュール］ 

・R7年 4月～8月  水道管分岐、分筆       

・R7年 9月～10月  入札参加申込受付 

   ・R7年 11月       入札、契約、移転登記 

  

 

 

 

 

３ 予算額                     

歳
出 

工事費 

分筆業務委託料 

計 

３，０００千円 

１，０００千円 

４，０００千円 

 

令和７年３月７日 
総 務 財 政 課 

 

◇参考 モデル世帯が住宅を建築し15年居住した場合の税収及び普通交付税措置額 

・町税（個人町民税、固定資産税）     約 3,000千円 

・普通交付税概算額（年間240千円／人） 約 14,400千円  計 17,400千円  

※ モデル世帯：父35歳（年収400万円）、母35歳（年収200万円）、子4歳、子1歳 
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 矢谷線デマンド乗合タクシー実証事業 【新規】 

当初予算額：２，１３７千円 

１ 現状と課題及び目的 

○令和５年３月に「川本町地域公共交通計画」を策定 

〇スクールバス矢谷線の１日あたりの平均乗車数は５．５人 

 うち日中の平均乗車数は３．４人 

〇スクールバス運行車両の小型化（５７人乗り→２９人乗り）を予定（教育課） 

〇小型化を契機に「川本町地域公共交通計画」に基づくデマンド乗合タクシーの拡充を実証 

２ 概 要 

〇スクールバス矢谷線を減便し、デマンド乗合タクシー運行による対応案を実証 

（１）スクールバス矢谷線 

   小中学生と一般利用者の混乗便は朝夕の時間帯に限って運行（合計１２便→６便） 

   

   

   

   

   

   

   

   

（２）デマンド乗合タクシー矢谷線 

    時刻表を設定せず随時予約に応じてエリア内を下記のとおり運行を予定 

    対象地区：矢谷、長原、市井原、谷、中倉、日向 

    運行期間：令和７年９月１日～令和７年１１月２８日（３ヶ月間） 

    運 行 日：平日運行（土日祝運休） 

    運行時間：９時００分～１１時３０分、１３時００分～１６時３０分 

    運  賃：片道３００円 ※９月１日～９月３０日までは無料運行 

    予約方法：電話予約（利用１時間前までに予約） 

         ※ただし、９時～１０時までの利用については前日１７時までに予約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月７日 
まちづくり推進課 
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３ 実証スケジュール 

令和７年 ４～８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

住民への周知      

実証運行      

利用者アンケート      

事業者ヒアリング      

実証結果集計      

 

４ 今後の展開（予定） 

 令和８年１０月  スクールバス矢谷線朝夕の時間帯に限って運行 

デマンド乗合タクシー矢谷線運行 

 令和９年 上期  他のスクールバス路線においても同様に実証 

デマンド乗合タクシーの実証 

   〃   下期  結果をふまえて新たな交通体系での運行 

 

５ 予算額 

歳
入 

島根県地域生活交通再構築実証事業補助金 

（県）補助率：１／２ 上限４，０００千円 

１，０６８千円 

 

歳
出 

運行委託料（人件費、車両維持管理費、燃料費など） ２，１３７千円 
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 女子野球で繋がるプロジェクト 

「島根フィルティーズ」運営事業 【拡充】 

当初予算額：７６，５１１千円 

１ 現状と課題及び目的 

〇若年層の流出やマンパワー不足が顕著 

〇本町の歴史・背景やこれまでの取組を踏まえ、地域創生の起点として本プロジェクトを始

動 

〇令和６年度は、監督就任、マネージャー着任、選手募集、チーム名公募等を実施 

〇令和６年１１月３日全日本女子野球連盟「女子野球タウン」認定 

〇令和７年４月より、山陰地方初の社会人女子硬式野球クラブ「島根フィルティーズ」が、

活動開始の見込み 

〇新たな人流「挑戦人口」の創出、地域産業の振興、タウンプロモーションの創造を推進 

２ 概 要 

 ○「島根フィルティーズ」運営費補助 

運営経費として、監督、コーチ、マネージャー、選手にかかる人件費及び活動経費を運営

主体である一般社団法人かわもと暮らしへ補助 

 〇タウンプロモーション業務委託 

  「女子野球タウン」の取組や「島根フィルティーズ」の活動を通した動画制作及び配信に

よる戦略的なプロモーションを実施 

 〇人材育成業務委託 

  選手個人の自発的なプロモーション力の育成及びキャリア支援を実施 

 〇選手募集 

  令和８年度新規採用の選手を募集 

３ 予算額                     

歳
入 

〇地域おこし協力隊特別交付税措置額 

措置率：10/10 

監督 1名、コーチ1名、マネージャー1名、選手12名、 

募集に要する経費 

〇新たな「移住・定住」推進プロジェクト補助金 

補助主体：（公財）島根県市町村振興協会 

補助上限：10,000千円 補助率：4/5 

※複数年度（R6～R8）で活用（今年度2年目） 

計 

７４，３１１千円 

 

 

 

１，７６０千円 

 

 

 

７６，０７１千円 

歳
出 

〇「島根フィルティーズ」運営費補助金 

〇タウンプロモーション及び人材育成業務委託料 

〇選手募集に要する経費（職員旅費等） 

計 

７３，９１３千円 

２，２００千円 

３９８千円 

７６，５１１千円 

 

令和７年３月７日 
まちづくり推進課 
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       県内卒業生還流促進事業【新規】 

当初予算額：６，９９６千円 

１ 現状と課題及び目的 
○デジタル田園都市国家構想交付金を活用し県と協働で実施していた「県内高校卒業生とのつ

ながり創出モデル事業」(令和4年度～令和7年度)が県の事業再編に伴い令和6年度末をも

って一旦終了 

○卒業生のLINE 登録者数が150 名を超えたことや町内外で開催するイベントへ参加した卒業

生が合計約20名(令和6年度)になるなど「つながり」創出には一定の成果 

○令和7年度からは「つながる機会の醸成」から実際の「還流」へテーマを移行し、新しい地

方経済・生活環境創生交付金を活用して県と協働で「県内卒業生還流促進事業」を実施予定

（令和7年度～令和9年度） 

２ 概 要 
○就活情報や町内情報の発信（拡充） 

就活層が町内の企業情報や就活情報に触れる機会創出を目的とした情報発信を実施 

 ○出身者交流会の実施（拡充） 

同郷出身者コミュニティを強固にすることを目的とした広島、関西、関東で交流会を実施 

 ○企業紹介動画の制作（拡充） 

町内企業の魅力を分かりやすく伝えることを目的とした紹介動画を新たに制作 

 〇職場見学会等の開催（新規） 

町内企業の理解促進を目的に長期休みを利用した職場見学会や若手社員との交流会を実施 

〇就活・移住イベントへの参加（拡充） 

町や企業の用紙の周知及びマッチング率向上を目的とした企業担当者、町担当者の相互帯同 

〇Uターンニーズ調査（新規） 

Uターン者を増加させるための課題を洗い出すことを目的としたニーズ調査を実施 

 〇他団体との連携（新規） 

上記他事業の円滑な推進のため教育魅力化コンソーシアム島根中央、あそラボ等と連携 

３ 予算額 

歳
入 

新しい地方経済・生活環境創生交付金（国）補助率１／４ 

県内高校卒業生還流促進事業交付金  （県）補助率１／２ 

計 

１，７４９千円 

３，４９８千円 

５，２４７千円 

歳
出 

県内卒業生還流促進支援業務委託 

委託内容（予定） 

関わり創出事業 

町内企業採用力強化事業 

就職マッチング強化事業 

６，９９６千円 

 

 

 

 

 

令和７年３月７日 
まちづくり推進課 

 

島根を創る人づくりプラン2024年改訂版より抜粋・作成 
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          島根中央高校魅力化支援 

公設民営塾[（仮称）島根中央みらい創生学館]整備事業 【新規】 

当初予算額：２１，０００千円 

１ これまでの高校支援 

○平成２２年度より、クラス数維持をはじめとした島根中央高校の存続を目的として、地域 

と学校が協働して高校魅力化を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 現状と課題 

〇近隣中学生の減少が進む中、積極的な地域みらい留学※3 の取組により、３５名定員の３

クラスを維持（郡内、県内の郡外、県外の生徒が概ね３分の１ずつに） 

〇令和６年度より、「人文科学」「自然科学」「地域デザイン」の３コースを、更に細分化する

「ルート」を導入し、生徒が希望する進路により適った履修科目が選択できるようカリキ

ュラムを再編 

〇総合型選抜等の入試においては、部活動と地域活動により、国公立大学及び難関私立大学

への合格者が増加するなど一定の成果 

〇県内外の地域みらい留学推進校において、公設学習塾を整備する高校が増加 

〇近隣小中学校の保護者及び在校生保護者から、学習指導強化のニーズ 

〇地域みらい留学説明会等の参加者から学習塾のニーズ 

３ 必要性 

〇[地域環境]更なる高校魅力化を図るため、生徒や保護者のニーズ等に対応し、共通テスト

対策等の入試対策を強化することが必要 

〇[学校環境]カリキュラム再編に伴い、令和７年度の２学年より開始となる「特別進学ルー

ト」との連携や、部活動や地域活動と学業を両立させながら、国公立大学や難

関私立大学を目指せる学習環境の整備が必要 

〇[社会環境]教員の働き方改革により、放課後や休日の補習授業等が短縮の方向 

 

 

 

 

令和７年３月７日 
まちづくり推進課 

※1 コミュニティカフェ「オレンジ」を活動拠点とした多世代交流ができる地域活動グループ 
※2 教育創生コンソーシアム島根中央の校内拠点 
※3 住んでいる都道府県の枠を超えて興味関心に合った高校へ3年間留学する制度 
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４ 検討 

〇地域みらい留学参画校における公設塾の導入状況 

 

 

 

〇県内における公設塾の導入状況 

 

 

 

 

 

〇公設民営と公設公営の比較 

 

 

 

 

５ 公設民営塾の役割イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 事業の概要 

 ○令和７年８月より、島根中央高校の生徒を対象として、国公立大学や難関私立大学への合

格者の増加を目指す公設民営塾（民間委託による公設塾）を開設 

  ・場  所：高校内学習ルーム 

・開講時間：平日１５：００～２１：００、土曜１０：００～１８：００ 

・指導教科：受験５教科（個別指導とオンライン指導のハイブリッド） 

・そ の 他：受託業者は、プロポーザル方式により選定 

７ 予算額 

歳
入 

新しい地方経済・生活環境創生交付金（国）補助率：１／２ 

※もしくは特別交付税措置額（地域活性化企業人） 

5,900千円/人×2人の活用を検討      

１０，５００千円 

 

 

歳
出 

公設塾運営業務委託料 

 （参考）令和８年度以降の通年予算額 23,200千円 

２１，０００千円 

 

 

[引用：地域みらい留学ＨＰ

（（一財）地域・教育魅力化プ

ラットホーム）より] 
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 有害鳥獣被害対策事業 【拡充】 

当初予算額：４，０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○サルを中心とした有害鳥獣被害の増加により農業者の生産意欲が低下 

○外来鳥獣であるヌートリアの個体数増加により農作物被害が増加 

○資材費の高騰による被害防止設備設置費の負担増のため導入が困難 

○令和６年度地域農業意見交換会にて、住民より、ヌートリア対策など補助制度拡充につい

て強い要望あり 

○施設設置補助金及び捕獲対象鳥獣を拡充することで耕作放棄地の増加を抑制 

 

２ 概 要 

 ○有害鳥獣駆除事業（捕獲奨励事業） 

  ・捕獲対象鳥獣：ヌートリアを追加（年間１５０頭捕獲予定） 

          〈現行対象鳥獣〉サル、イノシシ、二ホンジカ 

  ・奨励金対象者：捕獲許可を受けた町内在住者で、自身で殺処分した者 

  ・奨 励 金 額：１，０００円/頭 

◆他の市町村の奨励額（ヌートリア）             （ 単位：千円） 

 

○被害防止施設整備等事業 

・補 助 額：補助対象事業費の１／２（上限額：５０千円→１００千円へ増額） 

 ・補助対象設備：爆音器、モデルガン（個人）を追加 

〈現行対象設備〉防護柵、電気柵 等 

 

３ 予算額                     

歳
入 

特別交付税 （措置率：駆除・処分に係る経費の４／５） 

鳥獣対策交付金（県）補助率：１／２ 上限５００千円 

計 

２，８００千円 

５００千円 

３，３００千円 

歳
出 

有害鳥獣被害対策事業補助金 

・有害鳥獣駆除事業（ヌートリア） 

  @1,000円/頭×150頭 

・有害鳥獣被害防止対策事業 

計 

 

１５０千円 

 

３，８５０千円 

４，０００千円 

 

市町村 美郷町 邑南町 飯南町 江津市 大田市 津和野 雲南市 益田市 

金 額 0 0 2 2 2 4 5 6 

令和７年３月７日 
産 業 振 興 課 
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 河津桜公園整備事業 【継続】 

当初予算額：１６０，３６６千円 

１ 現状と課題及び目的 

○（株）三協の河津桜の寄贈等、これまでの地域活性化への貢献や、子育て世代からの公園

整備の熱い要望に応えるとともに、三原地域の中心地となる南佐木残土処理場跡地の有効

活用の必要性を踏まえ、町民の日常的な憩いの場、交流やイベントの会場となる公園整備

を計画 

○令和６年度に実施設計、令和７年度に公園整備工事を実施 

 

２ 概 要 

〇場 所 川本町大字南佐木（南佐木残土処理場跡地） 
○面 積 １０，０００㎡ 

〇内 容 整備工事（建物、構築物 等） 

〇河津桜公園に備える公園機能は以下のとおり  

 

３ 予算額                     

歳
入 

辺地対策事業債 

※ 起債対象事務費として人件費４，０３４千円を含める 

１６４，４００千円 

 

歳
出 

工事請負費（河津桜公園整備） 

手数料（上水道関連） 

計 

１６０，０００千円 

３６６千円 

１６０，３６６千円 

 

区 分 内       容 

植 栽 河津桜・サツキ（町花）・紅葉（町木）・フジバカマ・常緑樹 

建 物 トイレ・休憩所・収納倉庫 

構築物 大広場（芝生エリア・真砂土エリア）・駐車場・複合遊具・付帯設備 

その他 ドクターヘリ発着地（大広場） 

令和７年３月７日 
産 業 振 興 課 
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 ６次産業化推進事業 【拡充】 

当初予算額：４，０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○農業経営の維持・強化を図るため、生産（１次産業）、加工（２次産業）、流通・販売（３

次産業）を総合的に取り組む「６次産業化」を推進 

※６次産業化推進事業補助金を創設（平成２５年度） 

○現有する町内産品を活用した６次産業化の更なる推進のため、新たな産品の生産・活用に 

チャレンジする生産者に対して一層の支援が必要 

○漬物の製造販売に取り組む生産者は、食品衛生法の改正により営業許可が必須化 

○営業許可の取得には製造所整備が必要であり、生産者確保のためには支援が必要 

○地域資源を活用した高付加価値のある商品を創出し、外貨獲得による取組者の所得向上、

農業の持続的な発展と活性化を支援 

 

２ 概 要 

 〇特に新規性のある６次産業化の推進にチャレンジする対象者に対して、現行制度を拡充し 

て支援を実施 

 

 現行制度 拡充後 

対象者 町内の個人又は団体 等 町内の個人又は団体 等 

補助対象 

①ソフト事業 

（研究、販路拡大に係る経費 等） 

②ハード事業 

（機械の製造、備品購入 等） 

①ソフト事業 

（研究、販路拡大に係る経費 等） 

②ハード事業 

（機械の製造、備品購入 等） 

③ハード事業 

特に新規性があると認められる事業 

補助率 

①2/3（上限300千円） 

②1/2（上限1,000千円） 

①2/3（上限300千円） 

②1/2（上限1,000千円） 

③2/3（上限1,300千円） 

○漬物製造所整備が想定されるため、②の予算計上を増額 

・事業費１，０００千円×１／２×３件＝１，５００千円 

 

３ 予算額                     

歳
出 

６次産業化推進事業補助金 

うち ①ソフト事業           ３００千円 

   ②ハード事業         ２，４００千円 

      ③ハード事業         １，３００千円 

   （特に新規性があると認められる事業） 

４，０００千円 

 

 

令和７年３月７日 
産 業 振 興 課 
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 水稲農業経営安定化支援事業 【新規】 

当初予算額：１，３００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○資材・肥料費の高騰に伴い、本町の基幹農業である水稲農家に影響 

○ＪＡしまねが管理・運営する乾燥調製施設であるライスセンターは、物価高騰により利用

料増 

〇農家が保有する乾燥調整機に係る農事用電力、灯油も高騰 

〇水稲農家の経営維持・所得向上を目的に新たな支援を実施 

○ライスセンター利用料推移（一部抜粋）           （単価：円／玄米 1 ㎏） 

籾含有 

水分 

16.1％～ 

17.0％ 

18.1％～ 

19.0％ 

20.1％～ 

21.0％ 

22.1％～ 

23.0％ 

24.1％～ 

25.0％ 

26.1％～ 

27.0％ 

R1料金 17.5円 23.8円 30.2円 33.3円 36.5円 39.7円 

R6料金 21.2円 27.2円 33.2円 39.2円 45.2円 51.2円 

増加率 21.1％ 14.3％ 9.9％ 17.7％ 23.8％ 29.0％ 

○利用料増加率は２０．１％（平均） 

○農事用電力使用期間の料金             （電力量、省エネは１kwhあたり） 

 基本料金 電力量料金 省エネ発電賦課金 

9月 10月 11月 9月 10月 11月 9月 10月 11月 

R2料金 680.58円 1160.99円 907.03円 14.78円 14.02円 12.81円 2.98円 2.98円 2.98円 

R6料金 960.23円 1280.31円 949.91円 17.29円 17.15円 17.37円 3.49円 3.49円 3.45円 

増加率 18.7％ 25.0％ 16.7％ 

○農事用電力増加率は２０．１％（平均） 

２ 概 要 

 ○水稲農家の穀類乾燥に係る経費の補助を以下のとおり実施 

① 対象者：ライスセンター利用農家 

  内 容：ライスセンター利用料の一部を補助 

    補助率：２０％ 

  ② 対象者：乾燥調製機保有農家 

内 容：乾燥調製機に係る電気・燃料費の一部を補助 

補助率：２０％ 

３ 予算額 

歳
出 

水稲農業経営安定化支援補助金   

 うち ライスセンター利用農家分   ８００千円 

    乾燥調製機保有農家分     ５００千円            

１，３００千円 

 

令和７年３月７日 
産 業 振 興 課 

-20-



           

 有機農業推進事業【新規】 

当初予算額：６００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○国の定める「みどりの食糧システム戦略」において、２０５０年までに耕地面積に占め

る有機農業の取組面積の割合を２５％に拡大することを目標設定 

○本町での有機農業の取組はエゴマが中心だが、有機ＪＡＳ等の認定は未取得 

○都市部での引き合いの強い有機米を栽培している農家は少数であり、反収も低迷 

○実証実験や研修会を行うことで農家へ有機農業を普及啓発 

○水稲での有機農法と慣行農法での栽培を比較し、農薬の削減率や作業効率などを検証す

ることで、推進体制の在り方を検討 

 

２ 概 要 

○水稲紙マルチを用いた水稲栽培の作業効率化等の栽培実証実験を実施 

実証団体：川本町地域農業再生協議会 

実証方法：紙マルチ農法による水稲の栽培 

実証範囲：田窪地区の水田２０ａ 

 

 

 

 

 

 

 

○有機農業の普及啓発のため、有機農業に関する研修会を開催 

講師謝金、旅費、消耗品・資材費購入等 

 

３ 予算額                     

歳
出 

担い手育成アクションサポート事業費補助金 

うち 実証実験業務 

（資材費、田植料、廻送料など） １００千円 

研修会開催業務 ５００千円                         

６００千円 

 

令和７年３月７日 
産 業 振 興 課 

紙マルチとは… 

紙製の農用マルチシート 

田植え時に水田に敷くことで、日光を遮断

し、除草剤と同等の雑草抑制効果が得られる 
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 畜産経営持続化支援事業【新規】 

当初予算額：１，０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○世界情勢による飼料価格の高止まり及び子牛価格の下落が続き、畜産農家の経営が悪化 

 

〇子牛価格推移（中央子牛市場平均価格）  （単位：円） 

 

 

 

 

○町内畜産農家の経営の継続と安定を図るために新たな支援が必要 

 

○町内畜産農家の現状 

・飼養農家数：１０戸 

・飼養頭数 ：８６頭（うち、５５頭が子取り用雌牛） 

 

２ 概 要 

 ○町内畜産農家の子取り用雌牛の飼料代の一部を補助 

〇補助額 

飼料代の１／２（上限：１頭あたり５０，０００円） 

 ※１月～１２月のうち最も高額であった３ヶ月分を用いて算出 

 

３ 予算額                     

歳
出 畜産経営持続化支援補助金 １，０００千円 

 

令和3年 令和4年 令和5年 

価格 価格 伸率 価格 伸率 

752,997 654,727 △13.1% 540,854 △17.4% 

令和７年３月７日 
産 業 振 興 課 
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宿泊業立地可能性調査事業【新規】 

当初予算額：３，０００千円 

１ 現状と課題及び目的 
○町内の宿泊事業者は高齢化などにより減少 

○町内の宿泊施設は、かわもと音戯館、笹遊里のみであり、町外からの来訪や帰省などに支

障が出ているほか、宿泊に伴う飲食業等への波及効果も限定的 

○また、今後、女子硬式野球クラブ「島根フィルティーズ」の活動開始などによる交流人口

の拡大も見込まれ、その受け皿となる宿泊環境の整備が必要 

○そのため、宿泊環境の確保に向け、宿泊に関するニーズ調査、既存施設の現状把握等の調

査検証を行い、調査結果に基づく宿泊環境確保に向けた可能性を検討 

２ 概 要 

○宿泊業立地可能性調査の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇事業スケジュール（令和7年度） 

令和7年     令和 8年 

4月～5月 6月 7月～9月 10月～11月 12月 1月～ 

参加事業者 

募集 

事業者 

選定 
調査実施 

調査結果報告 

次段階の検討 

次事業予算要求 

(補正or当初) 
 

  ※調査実施に係るスケジュールは選定事業者と協議の上決定 

３ 予算額                     

歳
入 石見・隠岐地域施策推進費補助金（県）補助率１／２ １，５００千円 

歳
出 宿泊業立地可能性調査業務委託 ３，０００千円 

 

令和７年３月７日 
産 業 振 興 課 

既存施設の現状把握 
稼働状況等実態調査 
機会損失、課題の整理 

 

経済波及効果の推計 
宿泊環境確保で 

地域経済に与える 

影響を推計 

宿泊需要・ニーズ調査 
ビジネス、観光、 

女子野球、高校、 

合宿、帰省… 

目的別に調査 

宿泊環境確保に向け今後の取組を検討 
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地域商業等支援事業（町単独事業）【拡充】 

当初予算額：３，０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

〇「総合計画（R3～12））の重点プロジェクトとして「コンパクトタウン弓市の魅力向上」を

位置づけ 

〇「弓市魅力化推進計画」(R4)による構想も踏まえ、「立地適正化計画」を策定中(R5～6) 

〇この計画の柱の一つとなる中心市街地の賑わい創出に向けた、個別の小売商業等店舗の魅

力化支援については、県補助金を活用した現行事業による支援のみでは施策誘導力が弱い 

２ 概 要 

〇地域商業等支援事業費補助金（小売店等開発支援事業）を拡充 

〇立地適正化計画において「都市機能誘導区域」として指定する地域で、新規開業・創業す

る事業者(現行制度対象業種も含む)に対してより手厚く支援することにより集積を促す 
 

 現行制度 都市機能誘導区域（拡充） 

対 象 者 
新規開業・創業者 

（小売業、飲食サービス業 等） 

新規開業・創業者 

（現行制度対象業種以外も含む） 

対象経費 
新規開業に係る初期投資費用 

（改修費、備品購入費 等） 

新規開業に係る初期投資費用 

（改修費、備品購入費 等） 

補 助 率 1/2（上限2,000千円） 3/4（上限2,000千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額 

歳
入 

ふるさと思いやり基金（企業版ふるさと納税） 

雇用創出基金 

計 

１，１００千円 

１，９００千円 

３，０００千円 

歳
出 

川本町地域商業等支援事業費補助金 ３，０００千円 

 

 

令和７年３月７日 
産 業 振 興 課 

 

補助率：3/4 上限額：2,000千円 

都市機能誘導区域（拡充） 

事業者 

個人 

町外事業者 

町外個人 
現行制度 

補助率：1/2 上限額：2,000千円 
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ファミリー・サポート・センター事業及び 
小学生の家庭学習応援事業【新規】 

当初予算額：３，４００千円 
１ 現状と課題及び目的 
〈ファミリー・サポート・センター事業〉 

○子育て世帯のニーズが多様化し、育児の援助に対する需要が増加 

○就学前児は保育所による一時預かり、小学生は放課後の子育てサポートセンターがあるが、

両施設の開設時間外の預かり環境が無い 
○ファミリー・サポート・センター事業を実施、児童預かりの援助を受けられる環境を整備 
〈家庭学習応援事業〉 

○保護者から放課後の学習支援の需要が増加 
○子育てサポートセンターでは活動スペースが限られているため対応が困難 
○家庭学習応援事業として指導員を配置し、放課後学習に取り組める環境を整備 
○ファミリー・サポート・センター事業、家庭学習応援事業を実施するにあたり、活動拠点

がないことから、旧幼稚園を拠点整備 
２ 概 要 
○ファミリー・サポート・センター事業（所管：健康福祉課） 

・子どもの送迎や一時預かりなど育児の援助

を受けたい人(依頼会員)と援助を行いたい

人(提供会員)との連絡・調整をするアドバイ

ザーを配置 
・アドバイザーは依頼会員と提供会員間のマ

ッチングに取り組む 
・子どもの預かり拠点として旧幼稚園、三原

まちづくりセンターを活用 

○家庭学習応援事業（所管：教育課） 
・放課後学習に取り組む環境を整えるため、学習環境の整備と指導員を配置 

○活動拠点整備事業（所管：健康福祉課、教育課） 

・上記２事業の活動拠点として旧幼稚園を改修（エアコン設置、Wi-Fi整備 外） 

３ 予算額  

○ファミリー・サポート・センター事業（健康福祉課） 

歳
入 

しまねすくすく子育て支援事業補助金（県）補助率１０／１０ 

こども・子育て支援事業債 

※充当率９０％ 交付税措置率５０％        計 

５００千円 

１，８００千円 

２，３００千円 

歳
出 

ファミリー・サポート・センター事業委託料 

事務費（消耗品費） 

工事費請負費（旧幼稚園エアコン設置） 

修繕料 

                         計 

６００千円 

１００千万 

２，０００千円 

１００千円 

２，８００千円 

○小学生の家庭学習応援事業（教育課） 

歳
出 

家庭学習応援事業委託料 

手数料（WI-FI環境整備） 

                         計 

５６７千円 

３３千円 

６００千円 

令和７年３月７日 
健康福祉課・教育課 
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町道因原日向線改良事業【継続】 

当初予算額：９４，２３４千円 

１ 現状と課題及び目的 

〇路線は県道日貫川本線と国道２６１号を結ぶ町道 

〇路線の両側に高齢者福祉施設が位置し、豪雨時には内水により国道２６１号が通行不可 

 となり孤立の危険性 

〇避難路として道路幅員を拡幅し、道路利用者・地域住民への防災時の安全性を確保 

 

２ 概 要 

〇本路線～県道日貫川本線間の新道を整備 

 〇令和６年度は測量設計を実施。令和７年度に工事を着手し、供用開始予定 

 〇財源として社会資本整備総合交付金（補助率：５９．５％）と過疎対策事業債を活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概略計画案 

３ 予算額                     

歳
入 

社会資本整備総合交付金（国）補助率：５９．５％ 

過疎対策事業債 

計 

５０，３３７千円 

３８，４００千円 

８８，７３７千円 

歳
出 

工事請負費 

事務費（人件費）※起債対象事務費は工事費の５％まで 

計 

８４，６００千円 

９，６３４千円 

９４，２３４千円 

 

令和７年３月７日 
地 域 整 備 課 

 

2号ブロック積擁壁　L=73m

1号ブロック積擁壁　L=80m

ガードレール L=82m

U型側溝300　L=70m

道路詳細設計（B)　L=0.08km

県道日貫川本線

ＪＲ三江線

5.7%
R=100

R=6

舗装面積　A=450m2

既
設

側
溝

へ
接

続

集水桝500-500-500

A型側溝（横断用）　L=7m

社会福祉法人川本福祉会

養護老人ホーム江川荘
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 瀬尻・久料谷地区治水対策事業（国直轄事業）【継続】 

                                当初予算額：１２２,０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

 ○豪雨による江の川の増水に伴い、近年、平成３０年・令和２年・３年と、立て続けに大規

模な外水氾濫が発生 

 ○国・県・町が一体となっての抜本的な治水対策の実施が決定(令和３年度末) 

主 体 根拠となる計画 主なエリア 事業期間(注：予定) 

国(含む県・町) 治水とまちづくり連携計画 

緊急対策特定区間 

本川・下流部 令和５年度 

～令和９年度（予定） 

 ○事業完成までの間を補う応急対策工事も完了（令和４年６月） 

○令和６年度は、昨年度に引続き用地買収及び物件補償並びに、生活雑排水管の設計を実施 

○基本的に、｢用地測量｣→｢補償物件調査｣→｢用地等購入｣→｢各種工事｣の順で事業実施 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度～ 予 算 化 

国 
迂回路工事 

護岸工事 

護岸工事 

造成工事 
護岸・造成 

工事費については、国が一括

発注し、県及び町へ負担金を

請求 →町はその都度予算化 

県 
地元・関係機関 

との調整 

地元・関係機関 

との調整 

地元・関係機関 

との調整 

国が一括発注するため、国道

261号嵩上げ事業費について、

負担金を予算化 

町 
用地取得 

物件補償 

造成工事負担金 

生活雑排水管整備 

造成工事負担金 

基盤整備 

宅地部分の用地取得費及び物

件補償費を予算化 

工事費の負担金分を予算化 

２ 概 要 

○造成工事により、国道261号用地の一部が宅地化。宅地化部分の用地買収を実施 

○造成工事終端部のすりつけの際に支障となる物件補償を実施 

○嵩上げされる国道261号に生活雑排水管を敷設 

〇町道整備・宅地造成工事に係る令和７年度分負担金を計上 

〇事業費の推移は次頁の表を参照 

※１ 負担金配分の考え方 

   国負担分 … 赤道・青道、道路、宅地、護岸        町道整備範囲 

   町負担分 … 宅地以外 

   負担比率 … 国：66.6% 町：33.4% 

 

 

  

令和７年３月７日 
地 域 整 備 課 

町道久料谷線

A-11

A-12

A-13

A-14

A-15

A-16

A-17

A-18

A-19

A-20

A-21

A-22

A-23

45

45

50

50

50

31.45

29.34

29.0629.76

31.79

29.42

29.90

29.18

31.59

32.95

35.19

26.82

29.73

29.40

27.32

28.85

小屋

29.23

28.21

28.69

26.00

29.33

26.84

28.69

27.22

29.45

29.15

29.55

29.19

44.61

29.82

28.79

33.26

28.36

33.30

28.51

T 尾
原幹34

29.04
28.39

30.35

28.87

31.01

29.82

32.71

29.43

30.87

32.23

40.46

29.57

ｺﾝ

25.19

31.60

30.48

５
０

36.52

27.20

29.91

33.27

４
５

27.71

26.57

ｺﾝ

ﾌﾞﾛｯｸ

28.90

４０

27.77

27.78

25.83

29.21

25.74

５
５

28.08

28.50

25.48

30.24

26.45

29.26

28.49

29.34

40.18

29.30

28.56

38.61

29.93

29.14

33.34

29.68

29.34

33.08

29.49

29.67

29.77

33.00

法枠

仕切弁

28.95

32.89

消火
栓

38.24

28.50

25.65

29.93

30.47

街灯

38.49

28.49

32.61

35.59

26.09

30.25

27.37

28.05

25.40

29.29

As

28.59

28.41

25.76

30.42

29.37

27.88

29.08

28.90

1～2195

31.05

27.47

ｺﾝ

岡
昭二郎

41.36

29.80

28.75

30.72

29.60

33.05

29.08

28.84

小
屋

33.66

31.25

29.63

小屋

29.50

32.99

29.41

25.43

30.00

梶　幸

40.14

29.25

24.91

法枠

30.25

34.64

27.92

29.00

32.89

27.69

26.74

28.89

法枠

吹付

28.24

27.60

25.69

29.37

25.54

27.81

28.14

法枠

30.10

29.36

29.30

29.05

39.20

29.25

梶
 弘幸

29.49

37.43

29.63

33.18

29.09

29.13

As

28.54

30.11

As

29.17

29.83

29.65

33.00

29.41

29.96

32.32

40.27

29.51

25.30

29.78

30.65

38.67

26.86

As

32.97

As

３５

28.70

26.57

30.20

27.43

T 尾
原幹35

28.06

25.41

29.16

28.42

28.86

25.82

30.26

28.03

29.58

28.95

29.09

標
識

40.30

29.51

28.32

ｺﾝ

40.30

29.39

29.22

33.44

29.16

29.64

33.18

28.50

ﾀｲﾙ

As

29.97

30.95

32.96

30.22

29.37

33.16

仕切弁

29.36

25.64

30.58

40.06

28.25

35

40

3 5

40

27.19

支線

支
線

29.33

30.20

30.35

M
M

M

31.61

32.12

祠

32.44
30.83

33.83

32.39

32.82

33.07

28.86

29.29

33.92

41.99

31.43

31.4631.47

31.49

34.10

34.92

34.24

35.60

33.85

34.42

35.11 35.28

35.53

35.61

34.43

28.97

29.27

As

As

27.29

27.15

34.11

26.75

43.87

41.1038.72

44.55

37.67
42.79

37.77

41.88

37.32

37.09

36.41

36.90

33.89

34.79

36.64

35.40

35.49

34.11

35.69

35.56

42.83

37.91

37.07

40.58

44.17

39.24

36.84

33.75

40.49

33.00

33.19

32.90

31.74

29.98

30.89

37.03

34.72

41.56

34.67

41.69

34.19

36.01

42.06 31.01
29.55

29.10

30.39

30.72

29.54

28.61

30.68

29.26

29.04

29.23

29.07
29.13

27.74

27.36

28.75

33.93

29.13

29.36

29.59

28.52

28.06

28.18

28.55

29.13

29.40
25.98

29.28

28.44

26.98

27.00

26.40

25.99

28.80

30.46

As

墓地跡

As

車庫

防火水槽

NTT:尾原幹
36R4

溜
枡

ゴミ箱

M

M M M

車庫

蔵

As

As

As

As

As

祠

祠

集会
所

下尾
原

NTT:尾原
幹36R3

物置

池

MM
M

車
庫

制水弁

F

空き地

蔵

E:大貫
幹48M1

(空
家)

(空
家)

(空
家)

片山
 俊昭

小
屋

C

納屋

ポス
ト

外
灯

M

ゴミ箱

車
庫

F

NTT:尾原幹37

物置

焼却炉

NTT

TV

E:大貫(幹)49

金夜古神
社

C

As

25.12

25.39

26.85

ハデ木
小屋

25.34

25.68

25.35

26.33

25.21

25.19

26.21

ﾌ゙ ﾛｯｸ

25.14

25.72

30

35

40
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 ○事業費推移表 

[歳入]                                                ［千円］ 
 ～令和6年度 令和7年度 令和8年度～ 合計 

地方債（緊自債） 98,400 78,700 - 177,100 

地方債（過疎債） 0 18,200 9,100 27,300 

社会資本整備交付金 0 23,800 11,900 35,700 

一般財源 20,488 1,300 78,000 99,788 

計 118,888 122,000 99,000 339,888 

＊地方債は緊急自然災害対策債の最終年度である令和7年度まで借入 

 

[歳出]                                                ［千円］ 

 ～令和6年度 令和7年度 令和8年度～ 合計 

委託料 11,000 － 10,000 21,000 

用地取得費 59,620 3,000 - 62,620 

物件補償費 42,874 11,700 - 54,574 

工事費 3,957 15,000 17,500 36,457 

工事負担金（造成分） 0 50,000 50,000 100,000 

工事負担金（町道分） 0 40,000 20,000 60,000 

事務費(町分） 1,437 2,300 1,500 5,237 

計 118,888 122,000 99,000 339,888 

 

３ 予算額                       

歳 

入 
緊急自然災害防止対策事業債 

過疎対策事業債 

社会資本整備総合交付金（国）補助率：５９．５％ 

計 

７８，７００千円 

１８，２００千円 

２３，８００千円 

１２０，７００千円 

歳 

出 

用地取得費 

物件補償費 

生活雑排水管工事費 

工事負担金（造成分） 

工事負担金（町道分） 

事務費 

計 

３，０００千円 

１１，７００千円 

１５，０００千円 

５０，０００千円 

４０，０００千円 

２，３００千円 

１２２，０００千円 
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 谷地区治水対策事業（国直轄及び県・町施行分）【継続】 

                                当初予算額：１７７,０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

 ○豪雨による江の川の増水に伴い、直近５年間だけでも、平成３０年・令和２年・３年と、立て続け

に大規模な外水氾濫が発生 

 ○国・県・町が一体となっての抜本的な治水対策の実施が決定(令和３年度末) 

主 体 根拠となる計画 主なエリア 事業期間(注：予定) 

国・県・町 

治水とまちづくり連携計画 

江の川水系下流支川域河川整備計画 

緊急特定対策区間 

矢谷川 

令和４年度 

～令和１３年度（予定） 

 ○事業完成までの間を補う応急対策工事も完了（令和４年６月） 

 ○矢谷川左岸上流部を先行整備エリアとして決定（令和４年８月） 

○令和６年度は県施工区間において、迂回路工事を実施 

○基本的に、｢用地測量｣→｢補償物件調査｣→｢用地等購入｣→｢各種工事｣の順で事業実施 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度～ 予 算 化 

国 

補償物件調査 

用地等購入 

補償物件調査 

用地等購入 

用地等購入 

護岸・造成 

国施工区間については、国が一括

発注し、県及び町へ負担金を請求 

→町は確定次第その都度予算化 

県 

用地等購入 

迂回路整備 

護岸・造成 

用地等購入 

護岸・造成 

用地等購入 

護岸・造成 

県施工区間については、県が直接

執行 

町 
用地等購入 

町有物件解体 

用地等購入 

工事負担金 

用地等購入 

造成・基盤整備等 

町施工区間については、町が直接

執行 

２ 概 要 

〇左岸上流部（県施工区間）の生活雑排水管設計等業務を実施 

○先行整備エリア（左岸上流部のうち主として学園橋下流部）における用地買収・物件移転

交渉を継続実施（用地取得費：20,000千円、物件補償費：5,000千円） 

○国施行区間である左岸下流部についても、用地買収・物件移転交渉を継続実施予定 

（用地取得費：4,000千円、物件補償費：2,000千円） 

○県施工区間における造成工事負担金を計上 

※１ 負担金配分の考え方 

   県負担分 … 赤道・青道、道路、在住住家の宅地、居住可能な空き家がある宅地、護岸 

   町負担分 … 事業所、居住不可な空き家がある宅地、更地（宅地）、宅地以外 

   負担比率 … 県：37.7% 町：62.3% 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月７日 
地 域 整 備 課 
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〇事業費の推移は下表を参照 

[歳入]                                      ［千円］ 
 ～令和6年度 令和7年度 令和8年度～ 合計 

土地売払収入 6,393 - - 6,393 

支障移転費 12,010 - - 12,010 

地方債 399,100 168,700 - 567,800 

一般財源 37,228 8,300 1,368,269 1,413,797 

計 454,731 177,000 1,368,269 2,000,000 

 ＊地方債は緊急自然災害対策債の最終年度である令和7年度まで借入 

 

[歳出]                                     ［千円］ 

 ～令和6年度 令和7年度 令和8年度～ 合計 

委託料 60,572 15,000 65,000 140,572 

用地取得費 91,439 24,000 85,000 200,439 

物件補償費 216,844 7,000 250,000 473,844 

工事費 14,150 － 485,000 499,150 

工事負担金 70,000 130,000 480,000 680,000 

事務費(町分） 1,726 1,000 3,269 5,995 

計 454,731 177,000 1,368,269 2,000,000 

 

３ 予算額                      

歳
入 緊急自然災害防止対策事業債 １６８，７００千円 

歳
出 

業務委託費 

用地取得費 

物件補償費 

工事負担金 

事務費 

計 

１５，０００千円 

２４，０００千円 

７，０００千円 

１３０，０００千円 

１，０００千円 

１７７，０００千円 
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2030国民スポーツ大会及び女子野球チーム拠点整備に向けた 

町民球場改修事業【新規】 

                               当初予算額：１８，０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

 ○2030年（令和12年）開催の第84回国民スポーツ大会における軟式野球の会場地に選定 

 ○令和6年7月に実施された中央競技団体の会場視察において、改修の必要性を指摘 

  【指摘のポイント】 

①競技者の安全面…参加者の危険防止のために行う必要不可欠な整備 

   ②円滑な競技運営…競技実施のために必要な整備 

   ③障がい者や女性が利用しやすい環境整備…ユニバーサルデザインに対応するための必要な整備 

 ○2030国民スポーツ大会のみならず、女子野球タウンとしての視点を取り入れた整備の必要性 

 ○今後の改修計画を具体化するため、工事費用概算額の確認や、国庫補助金等の申請に向けた対象経費の

整理が必要 

○目指す球場のイメージ ▶ 町民に親しまれ、また女子野球タウンの本拠地として競技者の安全に配慮す

るとともにユニバーサルデザインを意識した、誰もが利用しやすい球場 

 

２ 概 要 

○改修の財源と見込む国庫補助金（社会資本整備交付金事業）を活用するにあたり必須要件である「長寿

命化計画」を策定（地域整備課) 

○複数の検討案をもとに改修費用の概算を把握し、国庫補助対象経費の整理を行うための「基本設計」を

実施(教育課) 

○今後のスケジュール 

  ・令和 ７年度：長寿命化計画策定、球場改修基本設計、国スポ準備委員会設置 

 ・令和 ８年度：球場改修詳細設計 

 ・令和 ９年度：球場改修第1期工事、国スポ実行委員会設置 

 ・令和１０年度：球場改修第2期工事 

 ・令和１１年度：リハーサル大会実施 

 ・令和１２年度：第84回国民スポーツ大会実施 

○国スポ終了後は、球場改修により利用者の使いやすさが向上する 

ことで、「女子野球タウン」としての球場活用がより活発化 

 

 

３ 予算額 

歳
入 防災・安全交付金（社会資本整備交付金事業対象事業：補助率1/2）  ５，５００千円 

歳
出 

長寿命化計画策定委託料（地域整備課） 

基本設計業務委託料（教育課） 

計 

１１，０００千円 

７，０００千円 

１８，０００千円 

 

令和 ７年３月７日 
地域整備課・教育課 
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学校施設建設検討事業【拡充】 

当初予算額：１４，８３４千円 

１ 現状と課題及び目的 

〇川本町立学校のあり方検討委員会からの答申（令和５年５月） 

・９年間の学びの連続性・一貫性のあるカリキュラムの構築が可能となる小中一貫教育へ

の移行 

・教育環境、学校施設機能の多様化に応じた施設への建て替えが望ましい 

・小学校と中学校が近接した形態が望ましい 

〇川本町立学校建設検討委員会（委員：１２名）を設置（令和６年度） 

・学校建設基本構想及び基本計画の策定 

・建設予定地の選定 

 検討委員会では主に上記２点について調査、検討を実施 

 〇今後の課題 

  ・計画策定のために必要な意見聴取等の丁寧なプロセス 

  ・建設に必要な予算及び財源の検討 

  ・建設候補地選定のために必要な情報収集と条件整理 

  

〇学校建設スケジュール（案） 

年度 

工種 
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 

1.基本構想・基本計画          

2.建築基本・実施設計          

3.造成測量・設計          

4.造成工事          

5.建設工事（校舎）          

6.建設工事（体育館）          

7.外構工事          

8.ネットワーク工事          

9.移転作業          

10.開校          

 

２ 概 要 

【令和６年度実施】 

 ・学校建設検討委員会の開催（第１回：９月開催、第２回：２月開催予定） 

 ・学校建設基本構想及び基本計画の検討及び提言 

 ・学校建設基本構想の原案策定 

令和７年３月７日 
教 育 課 
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 ・学校視察（邑南町立石見中学校：令和６年８月竣工） 

 

【令和７年度予定】 

〇学校建設基本構想・基本計画の策定 

  ・対象施設の現状整理 

  ・施設規模・必要敷地規模の検討 

  ・建設予定地の検討・選定 

  ・屋内必要諸室、屋外施設の規模・配慮事項の検討 

  ・施設構造・設備計画に関する検討 

  ・環境への配慮の検討 

  ・アンケート調査及びワークショップ実施【対象：児童生徒、保護者、教職員、町民】 

  ・好事例学校の視察 

３ 予算額                       

歳
出 

〇学校施設検討委員会（委員報酬、視察旅費等） 

〇学校建設基本構想・基本計画策定業務委託       

(内容)検討委員会運営補助 

基本計画検討事項整理 

アンケート調査・ワークショップ実施 

学校視察調整 

計 

１，７８８千円 

１３，０４６千円 

 

 

 

１４，８３４千円 

 【参考】 

  ・川本町立地適正化計画策定業務（Ｒ６年度分）委託費     約１０，０００千円 

  ・他市町総合計画策定業務（２ヶ年）委託費          約１７，０００千円 
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当初予算内訳表

〔歳入〕

当初予算額 構成比 増減額 増減率 当初予算額 構成比

1 町 税 332,258 6.0 2,552 0.8 329,706 6.6

2 地 方 譲 与 税 55,724 1.0 1,371 2.5 54,353 1.1

3 利 子 割 交 付 金 259 0.0 31 13.6 228 0.0

4 配 当 割 交 付 金 1,434 0.0 224 18.5 1,210 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 2,209 0.0 873 65.3 1,336 0.0

6 法人事業税交付金 9,099 0.2 444 5.1 8,655 0.2

7 地方消費税交付金 83,318 1.5 2,307 2.8 81,011 1.6

8 環境性能割交付金 2,989 0.0 323 12.1 2,666 0.1

9 地 方 特 例 交 付 金 900 0.0 0 0.0 900 0.0

10 地 方 交 付 税 2,537,060 45.5 246,589 10.8 2,290,471 45.8

12 分担金及び負担金 31,437 0.6 △ 108 △ 0.3 31,545 0.6

13 使用料及び手数料 132,077 2.4 △ 754 △ 0.6 132,831 2.7

14 国 庫 支 出 金 644,255 11.5 127,352 24.6 516,903 10.3

15 県 支 出 金 224,795 4.0 △ 15,236 △ 6.3 240,031 4.8

16 財 産 収 入 19,635 0.3 7,251 58.6 12,384 0.2

17 寄 附 金 16,469 0.3 1,373 9.1 15,096 0.3

18 繰 入 金 584,334 10.5 75,237 14.8 509,097 10.2

20 諸 収 入 83,498 1.5 △ 10,220 △ 10.9 93,718 1.9

21 町 債 817,600 14.7 136,606 20.1 680,994 13.6

5,579,350 100.0 576,215 11.5 5,003,135 100.0

〔歳出〕

当初予算額 構成比 増減額 増減率 当初予算額 構成比

1 議 会 費 63,760 1.1 4,900 8.3 58,860 1.2

2 総 務 費 1,133,777 20.3 242,054 27.1 891,723 17.8

3 民 生 費 1,016,496 18.2 46,639 4.8 969,857 19.4

4 衛 生 費 535,983 9.6 △ 21,952 △ 3.9 557,935 11.2

6 農 林 水 産 業 費 261,590 4.7 20,156 8.3 241,434 4.8

7 商 工 費 272,230 4.9 137,518 102.1 134,712 2.7

8 土 木 費 919,478 16.5 82,562 9.9 836,916 16.7

9 消 防 費 250,856 4.5 △ 51,316 △ 17.0 302,172 6.0

10 教 育 費 490,593 8.8 60,474 14.1 430,119 8.6

11 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

12 公 債 費 629,587 11.3 55,180 9.6 574,407 11.5

14 予 備 費 5,000 0.1 0 0.0 5,000 0.1

5,579,350 100.0 576,215 11.5 5,003,135 100.0歳 出 合 計

区 分

歳 入 合 計

区 分

（単位：千円、％）

令 和 6 年 度令 和 7 年 度

令 和 6 年 度令 和 7 年 度

（単位：千円、％）
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自主財源
依存財源

町税
分担金及び負担金
使用料及び手数料
財産収入
寄附金
繰入金
諸収入
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
法人事業税交付金
地方消費税交付金
環境性能割交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
国庫支出金
県支出金
町債
地方特例交付金

町税

6.0%

分担金及び負担金

0.6%

使用料及び手数料

2.4% 財産収入

0.3%

寄附金

0.3%

繰入金

10.5%

諸収入

1.5%

地方譲与税

1.0%

利子割交付金

0.0%

配当割交付金

0.0%

株式等譲渡所得割交付金

0.0%

法人事業税交付金

0.2%

地方消費税交付金

1.5%

環境性能割交付金

0.0%

地方交付税

45.5%

交通安全対策特別交付金

0.0%

国庫支出金

11.5%

県支出金

4.0%

町債

14.7%

地方特例交付金

0.0%

議会費

1.1%

総務費

20.3%

民生費

18.2%

衛生費

9.6%

農林水産業費

4.7%

商工費

4.9%

土木費

16.5%

消防費

4.5%

教育費

8.8%

災害復旧費

0.0% 公債費

11.3%

予備費

0.1%

自主財源

21.6%

依存財源

78.4%

歳 入
予 算

歳 出

予 算

歳入予算構成図

歳出予算構成図（目的別）
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性質別歳出の状況
（単位：千円、％）

令和7年度 令和6年度 増減額 増減率 構成比

1,971,800 1,809,281 162,519 9.0 35.4

767,814 699,753 68,061 9.7 13.8

629,587 574,407 55,180 9.6 11.3

574,399 535,121 39,278 7.3 10.3

1,248,836 989,614 259,222 26.2 22.3

1,248,836 989,614 259,222 26.2 22.3

補 助 事 業 509,676 562,729 △ 53,053 △ 9.4 9.1

単 独 事 業 737,788 420,856 316,932 75.3 13.2

県 営 事 業 0 0 0 0.0 0.0

受 託 事 業 1,372 6,029 △ 4,657 △ 77.2 0.0

0 0 0 0.0 0.0

2,358,714 2,204,240 154,474 7.0 42.3

751,117 677,446 73,671 10.9 13.5

1,285,973 1,083,276 202,697 18.7 23.0

39,388 39,034 354 0.9 0.7

10,838 9,478 1,360 14.3 0.2

190 186 4 0.0 0.0

0 0 0 0.0 0.0

266,208 389,820 △ 123,612 △ 31.7 4.8

5,000 5,000 0 0.0 0.1

5,579,350 5,003,135 576,215 11.5 100.0

当 初 予 算 額
区　　　　分

普通建設事業費

災害復旧事業費

貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

合 計

補 助 費 等

維 持 補 修 費

積 立 金

投 ・ 出 資 金

そ の 他 経 費

物 件 費

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

人 件 費

公 債 費

扶 助 費

人件費

13.8%

公債費

11.3%

扶助費

10.3%

補助事業

9.1%

単独事業

13.2%

県営事業

0.0%
受託事業

0.0%

災害復旧費

0.0%

物件費

13.5%

補助費

23.0%

維持補修費

0.7%

積立金

0.2%

投・出資金

0.0%

貸付金

0.0%

繰出金

4.8%

予備費

0.1%

義務的経費

35.4%

投資的経費

22.3%

その他経費

42.3%

歳出予算構成図（性質別）
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地方債の内訳
（単位:千円）

基金の内訳
（単位:千円）

公 共 施 設 整 備 事 業

島根中央高校教育振興事業

過疎： 橋梁長寿命化事業 8,300 

辺地： 消防車庫整備事業

5,000 

地域情報通信基盤整備事業

27,000 

10,000 

緊防： 消防車両整備事業

15,100 

緊防：

避難所空調整備事業 22,000 

過疎：

40,000 

6,100 

診 療 施 設 整 備 事 業 28,800 

辺地：

地 域 情 報 化 対 策 事 業 40,000 過疎：

56,100 消 防 施 設 整 備 事 業

防 災 施 設 整 備 事 業

合併処理浄化槽設置事業 1,900 合併処理浄化槽設置事業

火 葬 場 整 備 事 業 5,000 過疎： 火葬場整備事業

緊急車輌整備事業

過疎：

過疎： 町道因原日向線改良事業

緊急自然： 谷地区治水対策事業

過疎： 町道舗装長寿命化事業

過疎： 町道久料谷線改良事業

防火水槽整備事業

31,500 

38,400 

三原まちづくりセンター改修事業 4,300 

過疎：

起 債 の 目 的 限 度 額 内　　　　　　　　　　　訳

道 路 整 備 事 業 154,900 

過疎： 道路災害対策事業 54,600 

過疎： 通学路安全対策事業

過疎： エゴマ産地育成事業 7,800 

3,900 

18,200 

6,000 過疎： コミュニティバス整備事業 6,000 

緊急自然：

168,700 

ＦＴＴＨ基盤活用事業

24,100 

学習交流センター運営事業

かわもと音戯館活用事業

まちごと魅力化センター運営事業 11,100 

4,100 

臨 時 財 政 対 策 債 0 臨財： 臨時財政対策債 0 

過 疎 対 策 特 別 事 業
（ 過 疎 ソ フ ト 事 業 ）

80,000 

14,400 

18,500 

計 817,600 

積　立　額

財政調整基金 589,664 292,150           3,099              300,613 

種　　　　　　　　類 Ｒ6年度末見込
Ｒ7年度当初予算額

Ｒ7年度末見込
取　崩　額

減債基金 938,782 126,133           5,148              817,797 

その他特定目的基金 647,407 166,051           2,591              483,947 

取り崩し型 645,800 165,816           2,588              482,572 

学校教育施設整備基金 1,003 -                    

ふるさと思いやり基金 22,351 10,360            45                  12,036 

4                    1,007 

公共施設等総合管理基金 534,575 144,755           

ふるさと創生事業資金積立金 45,591 -                    12                  45,603 

緊防： Ｊ－ＡＬＥＲＴ新型受信機更新事業事業 5,000 

91                  389,911 

江の川流域活性化基金 10,592 -                    12                  10,604 

雇用創出基金 3,376 2,900              11                  487 

森林環境整備基金 6,859 -                    4                    6,863 

定住促進基金 17,081 3,420              2,400              16,061 

ふるさと・水と土保全対策基金 1,607 235                 3                    1,375 

子ども・子育て支援基金 4,372 4,381              9                    0 

合　　　　　計 2,175,853 584,334 10,838 1,602,357 

果実運用型 1,607 235                 3                    1,375 

1,900 

緊防：

公立邑智病院建設改良事業 28,800 

21,000 

10,000 

子育て支援施設整備事業 1,800 こども：

公 園 施 設 整 備 事 業 164,400 辺地： 河津桜公園整備事業

瀬尻・久料谷地区治水対策事業 78,700 
緊 急 自 然 災 害 防 止 事 業 247,400 

164,400 

コミュニティバス整備事業
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施設の管理運営経費
（単位：千円）

ま ち ご と 魅 力 化
セ ン タ ー

52,092 48,325 3,767 7.8%
人件費、食材費増に伴う食事提供業務委託
料の増
まちごと魅力化センターＣＮの人件費の増

役 場 庁 舎 15,419

Ｒ7年度 Ｒ6年度 増減額 増減率 備　　考

14,698 721 4.9% 人件費の増に伴う庁舎警備委託料の増

消 防 施 設 3,215 3,343 △ 128 △3.8% 県総合防災システム運営負担金の減

学習交流センター 39,821 37,346 2,475 6.6%
人件費、食材費増に伴う食事提供業務委託
料の増
学習交流センターＣＮの人件費の増

三 原 ま ち づ く り
セ ン タ ー

7,925 8,228 △ 303 △3.7%
Ｒ６消火器更新実施に伴う皆減
施設管理委託料見直しに伴う減

指定管理（Ｒ３～Ｒ７）
人件費見直しに伴う指定管理料の増

イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン
セ ン タ ー か わ も と
（ 指 定 管 理 ）

笹 遊 里
（ 指 定 管 理 ）

5,858 5,143 715 13.9%
指定管理（Ｒ３～Ｒ７）
人件費見直しに伴う指定管理料の増

10,866 5,449

24.1% 過去の修繕実績に伴う修繕費の増

5,417 99.4%
指定管理（Ｒ３～Ｒ７）
人件費見直しに伴う指定管理料の増

弥 山 荘
（ 指 定 管 理 ）

22,570 20,070 2,500 12.5%

1,322 159

町 営 住 宅 32,616 26,289 6,327

12.0%
指定管理（Ｒ３～Ｒ７）
人件費見直しに伴う指定管理料の増

都 市 公 園 77 77 0 0.0%

悠 湯 プ ラ ザ
（ 指 定 管 理 ）

1,481

悠 邑 ふ るさと 会 館 50,048 51,088 △ 1,040 △2.0% 施設予約システム導入費の皆減

小 学 校 21,651 20,217 1,434 7.1%
教員用PCシステム更新によるリース料の増
危険木伐採手数料の皆増

中 学 校 22,230 25,266 △ 3,036 △12.0%
リチウム蓄電池システム点検手数料の皆減
PC教室運用見直しに伴う機器リースの皆減

音 戯 館
（ 指 定 管 理 ）

26,301 21,852 4,449 20.4%
指定管理（Ｒ６～Ｒ７）
人件費見直しに伴う指定管理料の増

西 公 民 館 5,096 4,654 442 9.5% 人件費の増

図 書 館 22,961 18,521 4,440 24.0% 人件費の増

学校給食センター 50,071 44,096 5,975 13.5% 人件費見直しに伴う運営委託料の増

体 育 施 設 12,676 12,851 △ 175 △1.4% 施設予約システム導入費の皆減

計 402,974 368,835 34,139 9.3%
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3

4
,3

0
0

2
3

  
  
  
  

 
体

育
館

男
女

ト
イ

レ
改

修
工

事
、

本
館

調
理

実
習

室
エ

ア
コ

ン
設

置
工

事
【特

定
財

源
】辺

地
対

策
事

業
債

ま
ち

づ
く

り
推

進
課

学
習

交
流

セ
ン

タ
ー

外
壁

塗
装

・
雨

漏
対

策
事

業
2
,2

0
0

2
,2

0
0

  
  

 
外

壁
塗

装
・雨

漏
対

策
（測

量
設

計
の

み
）

※
改

修
工

事
は

令
和

８
年

度
実

施

ま
ち

づ
く

り
推

進
課

学
習

交
流

セ
ン

タ
ー

高
圧

受
電

施
設

更
新

事
業

1
,0

0
0

1
,0

0
0

  
  

 
高

圧
受

電
施

設
更

新
工

事

教
育

課
ふ

る
さ

と
会

館
浸

水
対

策
事

業
2
4
,0

0
0

2
4
,0

0
0

-
  
  
  
  
  

 
浸

水
対

策
工

事
【特

定
財

源
】公

共
施

設
等

総
合

管
理

基
金

　
民

　
生

　
費

2
,0

0
0

-
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
 

1
,8

0
0

-
  
  
  
  
  
 

2
0
0

  
  
  

 

健
康

福
祉

課
子

育
て

支
援

施
設

整
備

事
業

2
,0

0
0

1
,8

0
0

2
0
0

  
  
  

 
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
拠

点
施

設
の

空
調

整
備

【特
定

財
源

】こ
ど

も
・子

育
て

支
援

事
業

債

　
衛

　
生

　
費

3
9
,3

2
4

8
2
6

  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
 

3
5
,7

0
0

-
  
  
  
  
  
 

2
,7

9
8

  
  

 

町
民

生
活

課
火

葬
場

整
備

事
業

5
,0

0
0

5
,0

0
0

-
  
  
  
  
  

 
2町

で
運

営
す

る
斎

場
「眺

江
苑

」の
空

調
設

備
更

新
（火

葬
場

運
営

費
負

担
金

）
【特

定
財

源
】過

疎
対

策
事

業
債

健
康

福
祉

課
公

立
邑

智
病

院
建

設
改

良
事

業
2
8
,8

5
4

2
8
,8

0
0

5
4

  
  
  
  

 
3町

で
運

営
す

る
公

立
邑

智
病

院
の

建
替

（公
立

邑
智

病
院

負
担

金
）

【特
定

財
源

】過
疎

対
策

事
業

債

地
域

整
備

課
合

併
処

理
浄

化
槽

設
置

補
助

金
4
,4

7
0

8
2
6

1
,9

0
0

1
,7

4
4

  
  

 
5人

槽
5基

、
7人

槽
2基

【特
定

財
源

】過
疎

対
策

事
業

債

地
域

整
備

課
飲

料
水

供
給

施
設

整
備

奨
励

金
1
,0

0
0

1
,0

0
0

  
  

 
水

道
管

未
普

及
地

域
解

消
の

た
め

の
井

戸
設

置
補

助
1,

00
0千

円
×

1件

　
農

林
水

産
業

費
8
,7

4
8

-
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
 

6
3
6

8
,1

1
2

産
業

振
興

課
造

林
事

業
1
,3

7
2

6
3
6

7
3
6

  
  
  

 
町

行
分

収
、

町
有

林
、

公
社

造
林

整
備

事
業

【特
定

財
源

】ふ
る

さ
と

の
森

再
生

事
業

補
助

金

地
域

整
備

課
林

道
川

本
布

施
線

除
草

工
事

1
,3

0
0

1
,3

0
0

  
  

 
Ｌ

＝
3,

40
0ｍ

，
Ａ

＝
4,

67
2㎡

地
域

整
備

課
農

道
舗

装
修

繕
事

業
1
,0

7
6

1
,0

7
6

  
  

 
農

道
の

舗
装

劣
化

箇
所

の
修

繕
工

事
大

邑
3工

区
5ヶ

所

地
域

整
備

課
農

道
除

草
事

業
5
,0

0
0

5
,0

0
0

  
  

 
大

邑
3工

区
：Ｌ

＝
3,

98
4m

，
Ａ

＝
8,

18
6㎡

笹
畑

農
道

：Ｌ
＝

2,
43

6m
，

Ａ
＝

7,
57

0㎡

　
商

　
工

　
費

1
7
2
,9

0
0

-
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
 

1
6
4
,4

0
0

8
,5

0
0

  
  
 

-
  
  
  
  
  

 

産
業

振
興

課
か

わ
も

と
音

戯
館

改
修

事
業

8
,5

0
0

8
,5

0
0

-
  
  
  
  
  

 
地

下
ピ

ッ
ト
漏

水
修

繕
、

Ｄ
Ｔ

Ｍ
ル

ー
ム

天
井

修
繕

、
ボ

イ
ラ

ー
設

備
更

新
【特

定
財

源
】公

共
施

設
等

総
合

管
理

基
金

産
業

振
興

課
河

津
桜

公
園

整
備

事
業

1
6
4
,4

0
0

1
6
4
,4

0
0

-
  
  
  
  
  

 
河

津
桜

公
園

整
備

工
事

【特
定

財
源

】辺
地

対
策

事
業

債

　
区

　
分

事
業

費
特

　
　

定
　

　
財

　
　

源
一

般
財

源
事

　
業

　
内

　
容
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投
資
的
経
費
一
覧
表

所
　

　
属

事
　

　
業

　
　

名
国

支
出

金
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
　

区
　

分
事

業
費

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
般

財
源

事
　

業
　

内
　

容

　
土

　
木

　
費

8
1
6
,3

0
6

2
6
7
,3

1
3

1
,2

5
0

4
0
2
,3

0
0

1
0
1
,7

0
4

4
3
,7

3
9

  
 

町
民

生
活

課
八

幡
平

団
地

戸
別

改
善

事
業

6
5
,0

0
0

2
9
,2

5
0

3
5
,7

5
0

-
  
  
  
  
  

 
オ

ー
ル

電
化

工
事

（1
号

棟
4戸

、
2号

棟
4戸

）
【特

定
財

源
】社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

、
公

共
施

設
等

総
合

管
理

基
金

町
民

生
活

課
神

田
団

地
解

体
事

業
4
,7

0
0

2
,1

1
5

2
,5

8
5

-
  
  
  
  
  

 
神

田
団

地
解

体
工

事
【特

定
財

源
】社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

、
公

共
施

設
等

総
合

管
理

基
金

町
民

生
活

課
天

神
町

団
地

給
排

水
管

改
善

事
業

9
1
,5

0
0

4
5
,7

5
0

4
5
,7

5
0

-
  
  
  
  
  

 
給

排
水

管
改

善
工

事
【特

定
財

源
】社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

、
公

共
施

設
等

総
合

管
理

基
金

町
民

生
活

課
川

本
団

地
１

号
棟

浄
化

槽
改

善
事

業
3
1
,2

0
0

1
5
,6

0
0

1
5
,6

0
0

-
  
  
  
  
  

 
浄

化
槽

改
善

工
事

（単
独

槽
→

合
併

浄
化

槽
）

【特
定

財
源

】社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
、

公
共

施
設

等
総

合
管

理
基

金

町
民

生
活

課
因

原
若

者
定

住
住

宅
敷

地
法

面
改

善
事

業
2
,0

0
0

2
,0

0
0

-
  
  
  
  
  

 
法

面
工

事
､敷

地
舗

装
工

事
【特

定
財

源
】住

宅
料

収
入

地
域

整
備

課
橋

梁
長

寿
命

化
事

業
2
7
,0

4
5

1
7
,0

1
6

8
,3

0
0

1
,7

2
9

  
  

 
橋

梁
点

検
、

橋
梁

補
修

工
事

１
橋

（志
谷

橋
） 

等
【特

定
財

源
】社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

地
域

整
備

課
通

学
路

安
全

対
策

事
業

1
0
,5

0
2

6
,5

4
5

3
,9

0
0

5
7

  
  
  
  

 
通

学
路

合
同

点
検

に
基

づ
く

安
全

確
保

対
策

工
事

町
道

三
島

学
校

線
　

道
路

側
溝

蓋
付

L
=1

35
ｍ

・転
落

防
護

柵
L
=1

5ｍ
【特

定
財

源
】過

疎
対

策
事

業
債

地
域

整
備

課
町

道
舗

装
長

寿
命

化
事

業
3
1
,5

0
0

3
1
,5

0
0

-
  
  
  
  
  

 
舗

装
長

寿
命

化
修

繕
計

画
に

基
づ

く
舗

装
修

繕
工

事
町

道
川

本
畑

野
線

地
域

整
備

課
町

道
維

持
工

事
1
8
,1

0
0

1
8
,1

0
0

  
 

除
草

工
事

（1
5路

線
）、

交
通

安
全

関
連

工
事

等

地
域

整
備

課
町

道
久

料
谷

線
改

良
事

業
4
2
,0

0
0

2
3
,8

0
0

1
8
,2

0
0

-
  
  
  
  
  

 
町

道
嵩

上
 延

長
　

約
Ｌ

＝
30

0ｍ
　

幅
員

Ｗ
＝

4.
0ｍ

【特
定

財
源

】社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
、

過
疎

対
策

事
業

債

地
域

整
備

課
町

道
因

原
日

向
線

改
良

事
業

9
4
,2

3
4

5
0
,3

3
7

3
8
,4

0
0

5
,4

9
7

  
  

 
道

路
拡

幅
工

事
Ｌ

＝
20

0m
，

Ｗ
＝

7.
0m

【特
定

財
源

】社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
、

過
疎

対
策

事
業

債

地
域

整
備

課
道

路
災

害
対

策
事

業
1
2
6
,0

2
5

7
1
,4

0
0

5
4
,6

0
0

1
9

6
  
  
  
  
  

 
町

道
柿

木
原

線
の

落
石

対
策

工
事

【特
定

財
源

】社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
、

過
疎

対
策

事
業

債

地
域

整
備

課
谷

地
区

治
水

対
策

事
業

1
7
7
,0

0
0

1
6
8
,7

0
0

8
,3

0
0

  
  

 
国

・県
・町

で
一

体
と

な
っ

て
実

施
す

る
谷

地
区

の
護

岸
整

備
、

宅
地

嵩
上

げ
等

治
水

対
策

地
域

整
備

課
瀬

尻
・
久

料
谷

地
区

治
水

対
策

事
業

8
0
,0

0
0

7
8
,7

0
0

1
,3

0
0

  
  

 
国

・県
・町

で
一

体
と

な
っ

て
実

施
す

る
瀬

尻
・久

料
谷

地
区

の
護

岸
整

備
等

治
水

対
策

地
域

整
備

課
公

園
管

理
事

業
2
,0

0
0

2
,0

0
0

  
  

 
除

草
工

事
（金

比
羅

山
児

童
公

園
Ａ

＝
10

,7
00

㎡
、

因
原

児
童

公
園

Ａ
＝

2,
53

8㎡
）

【特
定

財
源

】公
園

使
用

料

地
域

整
備

課
河

川
浄

化
対

策
事

業
2
,5

0
0

1
,2

5
0

1
,2

5
0

  
  

 
一

級
河

川
濁

川
除

草
工

事
（Ａ

＝
17

,8
00

㎡
）

【特
定

財
源

】河
川

対
策

事
業

委
託

金

地
域

整
備

課
川

本
町

民
球

場
改

修
事

業
1
1
,0

0
0

5
,5

0
0

5
,5

0
0

  
  

 
20

30
国

ス
ポ

に
向

け
た

都
市

公
園

長
寿

命
化

計
画

の
策

定
【特

定
財

源
】防

災
・安

全
交

付
金

　
消

　
防

　
費

5
6
,1

4
6

-
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
 

5
6
,1

0
0

-
  
  
  
  
  
 

4
6

総
務

財
政

課
防

火
水

槽
整

備
事

業
2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

-
  
  
  
  
  

 
防

火
水

槽
整

備
工

事
（2

ヶ
所

）
【特

定
財

源
】緊

急
防

災
・減

災
事

業
債

総
務

財
政

課
緊

急
車

輌
整

備
事

業
1
5
,1

4
6

1
5
,1

0
0

4
6

  
  
  
  

 
消

防
ポ

ン
プ

自
動

車
2台

（江
津

邑
智

消
防

組
合

負
担

金
）

【特
定

財
源

】過
疎

対
策

事
業

債

総
務

財
政

課
消

防
車

庫
整

備
事

業
1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

-
  
  
  
  
  

 
消

防
車

庫
（３

分
団

１
班

）建
設

及
び

解
体

工
事

【特
定

財
源

】辺
地

対
策

事
業

債

総
務

財
政

課
消

防
車

両
整

備
事

業
1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

-
  
  
  
  
  

 
2分

団
1班

消
防

車
両

購
入

（4
人

乗
 軽

四
車

両
）

【特
定

財
源

】緊
急

防
災

・減
災

事
業

債

　
教

　
育

　
費

1
4
,5

5
9

-
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
 

6
,0

0
0

  
  
 

1
,5

5
9

7
,0

0
0

教
育

課
中

学
校

床
改

修
事

業
1
,5

5
9

1
,5

5
9

-
  
  
  
  
  

 
特

別
教

室
　

既
設

床
材

下
地

処
理

、
塩

ビ
タ

イ
ル

張
り

【特
定

財
源

】公
共

施
設

等
総

合
管

理
基

金

教
育

課
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
整

備
事

業
6
,0

0
0

6
,0

0
0

-
  
  
  
  
  

 
ハ

イ
エ

ー
ス

（1
4人

乗
）1

台
【特

定
財

源
】過

疎
対

策
事

業
債

教
育

課
川

本
町

民
球

場
改

修
事

業
7
,0

0
0

7
,0

0
0

  
  

 
20

30
国

ス
ポ

に
向

け
た

町
民

球
場

改
修

に
係

る
概

略
設

計

1
,2

4
8
,8

3
6
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一部事務組合等負担金内訳

所属 款 項 目 Ｒ7年度 Ｒ6年度 対前年比

447,585 347,821 99,764

21,433 22,083 △ 650

総務財政 2 1 1 15,594 15,594 0

総務財政 2 1 1 5,839 6,489 △ 650

188,721 84,755 103,966

まちづくり 2 1 6 162,915 76,738 86,177

健康福祉 16,839 4,810 12,029

健康福祉 8,967 3,207 5,760

134,349 129,508 4,841

46,471 42,242 4,229

運営費 町民生活 4 2 1 40,308 42,242 △ 1,934

整備費 町民生活 4 2 1 6,163 0 6,163

67,076 71,933 △ 4,857

運営費 町民生活 4 2 1 67,076 71,933 △ 4,857

20,802 15,333 5,469

運営費 町民生活 4 2 1 20,802 15,333 5,469

健康福祉 3 1 3 103,082 111,475 △ 8,393

243 243 0

総務財政 2 1 1 243 243 0

総務財政 9 1 1 163,021 156,600 6,421

健康福祉 4 1 1 67,442 104,223 △ 36,781

143,651 146,546 △ 2,895

健康福祉 3 1 3 5,827 5,414 413

健康福祉 69,228 71,772 △ 2,544

健康福祉 68,596 69,360 △ 764

13,532 6,825 6,707

町民生活 4 1 6 13,532 6,825 6,707

835,474 762,258 73,216

火葬場

運営費

合　　　　計

島根県後期高齢者医療広域連合

広域連合運営費負担

療養給付費負担 後期高齢会計

後期高齢者医療保険料 後期高齢会計

介護保険

島根県市町村総合事務組合

一般管理費

江津邑智消防組合

邑智病院組合

新可燃ごみ共同処理施設

後期高齢者医療 後期高齢会計

環境衛生課

し尿処理施設

ごみ焼却処理施設

情報システム課

情報処理費

国民健康保険 国保会計

（単位：千円）

区　　　　　分

邑智郡総合事務組合

総務課

一般管理費

職員派遣費
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所属別事業 （単位：千円）

うち特交

議会費 63,760 19 63,741

監査委員費 1,373 1,373

職員研修事業 3,932 994 2,938 2,688

法制執務支援システム管理費 1,826 1,826

もっと知ろうまちの予算作成費 407 407

財務書類作成事業 2,420 2,420

公共施設維持管理システム使用料 825 825

町有地草刈事業 15,000 15,000

公用車管理費 9,854 500 9,354

自治会事務交付金 6,400 2,600 3,800

自治会防犯灯LED化補助事業 425 425 0

特定空家対策費 3,107 1,500 750 857

川本町合併７０周年記念事業 3,740 3,740

公衆無線ＬＡＮ管理費 1,357 1,357

江津邑智消防組合負担金 163,021 15,100 147,921

消防団費 25,122 8,419 16,703

消防出初式費 618 618

消防施設維持費 44,215 41,000 3,215

防災行政無線維持費 11,346 5,000 6,346

水防費 6,534 6,534

町債元利償還金 603,400 603,400

広報費（広報かわもと発行等） 8,709 30 179 8,500 4,829

情報対策費 182,766 87,413 95,353

地域情報化対策費（ＦＴＴＨ） 123,323 44,100 37,743 41,480 4,858

デジタル化推進費（デジタルデバイド等） 5,490 5,490

「かわもと暮らし」運営費 14,550 14,550 14,550

まげなフリーパス事業 307 307

住まいづくり応援事業 20,709 4,750 3,958 12,001

夢と可能性に挑戦する人財定住助成金事業 6,224 3,438 2,786 1,200

地域おこし協力隊活用事業 2,981 2,981 2,981

女子野球で繋がる挑戦人口創出事業 82,669 1,760 80,909 80,469

関係人口創出・拡大事業 6,996 1,749 3,498 1,749

三原まちづくりセンター管理費 12,248 4,300 120 7,828 7,703

学習交流センター管理費 43,721 158 5,996 18,500 14,488 4,579 4,408

まちごと魅力化センター管理費 52,092 66 7,902 11,100 28,703 4,321 4,123

町出身者会（東京・大阪・広島）連携事業 1,455 78 1,377

デマンドタクシー運行委託 4,938 256 4,682

生活交通実証事業 2,137 1,068 1,069

生活交通確保対策事業（邑南町営バス） 5,411 971 4,440

生活バス路線確保対策補助事業 10,615 1,572 9,043

交通空白地域タクシー助成事業 1,205 434 771

公設民営塾運営事業委託 21,000 10,500 10,500

島根中央高等学校教育振興助成事業 39,090 3,744 780 450 99 34,017 31,309

島根中央高校通学助成事業 13,952 13,950 2

 議会事務局

 総務財政課

町債 その他

 まちづくり推進課

県 一般財源
事 業 名

国
予算額

財源内訳
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所属別事業 （単位：千円）

うち特交町債 その他県 一般財源
事 業 名

国
予算額

財源内訳

産業振興課

ふるさと納税推進事業 15,933 15,369 564

姉妹都市交流費（坂町開催イベントへの出店補助） 120 120

農業委員会事務局費 11,835 1,151 10,684

農業担い手支援事業 16,333 3,720 12,613 2,700

中山間地域等直接支払事業 21,991 16,512 5,479

多面的機能支払交付金 11,335 8,492 2,843

インフォメーションセンター管理費 12,366 1,571 10,795

笹遊里管理費 8,358 2,516 5,842

弥山荘管理費 27,777 5,200 22,577

奨励作物拡大支援事業（エゴマ・ピーマン） 7,880 7,800 80

土づくり育成補助事業 160 160

環境保全型農業直接支払事業 1,862 1,398 464

経営所得安定対策等推進事業 1,072 1,072 0

６次産業化推進事業 4,000 4,000

畜産振興事業 1,632 1,632

造林事業費 1,372 636 736

森林環境整備事業 17,004 4 17,000

有害鳥獣対策事業 16,950 500 16,450 4,080

商工会補助事業 5,325 5,325

宿泊業立地可能性調査業務 3,000 1,500 1,500

商業活性化担い手支援事業 2,096 2,096 2,096

交流人口拡大推進補助事業 29,134 29,134 29,134

ええなあまつり実行委員会補助事業 1,200 1,000 200

産業祭実行委員会補助事業 200 200

観光協会補助事業 956 956

かわもと音戯館運営費 34,801 24,100 8,502 2,199

三原地区公園整備事業 165,448 164,400 1,048

中小企業生産性向上設備投資促進補助金 5,000 5,000

 町民生活課

窓口おもてなし事業 217 217 0

参議院議員選挙費 7,000 7,000 0

広域隣保活動事業 298 223 75

地域改善費 44 44

狂犬病予防事業 186 97 89

火葬場運営費 13,960 5,000 900 8,060

太陽光発電等導入促進事業 1,080 330 750

し尿・ごみ焼却施設負担金 135,241 9,550 125,691

町営住宅管理事業 230,016 98,225 2,296 127,199 2,296

 健康福祉課

社会福祉協議会活動助成事業 25,054 25,054

結婚新生活支援事業補助事業 600 300 300

福祉医療費助成事業 13,873 6,299 1,193 6,381

民生委員費 1,303 20 1,283

国民健康保険運営事業 （繰出金） 64,937 3,019 9,781 52,137

生活困窮者自立支援事業 6,247 4,416 1,831
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所属別事業 （単位：千円）

うち特交町債 その他県 一般財源
事 業 名

国
予算額

財源内訳

障がい者就労促進事業 2,478 2,478

特別障がい者手当等支給事業 2,611 1,958 653

精神障がい者通院費・医療費助成事業 891 891

透析患者交通費助成事業 675 675

難聴児補聴器購入助成事業 205 102 103

障がい者自立支援給付事業 137,808 68,904 34,452 34,452

障がい者自立支援医療事業 7,416 3,708 1,854 1,854

障がい児通所給付事業 3,180 1,590 795 795

障がい者地域生活支援事業 15,307 1,868 1,868 11,571

長寿のお祝い事業 384 384

老人クラブ助成事業 500 266 234

養護老人ホーム措置費 91,545 27,459 64,086

後期高齢者医療費 104,023 14,329 89,694

介護保険事業 105,068 90 104,978

介護予防事業 10,560 7,893 2,667 2,300

包括的介護支援事業 3,935 3,436 499

乳幼児等医療費助成事業 3,373 1,342 30 2,001

子育て支援事業（病後児保育、保育士確保等） 14,403 55 4,849 1,800 2,515 5,184 1,086

未熟児養育医療給付事業 301 150 75 10 66

子ども医療費助成事業 6,387 1,334 30 5,023

保育所運営費 179,765 88,760 38,906 52,099

児童手当費 46,862 38,002 4,338 4,522

母子福祉費 13,640 5,588 722 350 6,980

生活保護費 73,460 32,429 19 41,012

在宅当番医制運営委託 3,099 3,099 0

公立邑智病院負担金 67,442 28,800 38,642

公的病院等支援事業 168,000 168,000 134,400

成人保健事業 7,037 58 309 755 5,915

母子保健事業 5,807 2,075 203 29 3,500

不妊・不育治療助成事業 1,520 1,520

感染症予防事業 18,751 78 18,673

 地域整備課

合併処理浄化槽設置事業 4,470 826 1,900 1,744

簡易水道事業 （繰出金） 94,492 94,492

飲料水供給施設整備事業 1,000 1,000

農業集落排水処理事業 （繰出金） 48,787 48,787

橋梁点検事業 5,000 3,272 1,728

橋梁長寿命化事業 22,045 13,744 8,300 1

町道維持費（除雪、除草等） 73,044 31,500 41,544

道路災害対策事業 126,025 71,400 54,600 19 6

通学路安全対策事業 10,502 6,545 3,900 57

町道因原日向線改良事業 94,234 50,337 38,400 5,497

町道久料谷線改良事業 42,000 23,800 18,200 0

公園管理費 13,077 5,500 86 7,491

河川浄化対策事業（濁川等） 2,500 1,250 1,250

瀬尻・久料谷地区治水対策事業 80,000 78,700 1,300

谷地区治水対策事業 177,000 168,700 8,300

 会計室

一時借入金利子 987 987
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所属別事業 （単位：千円）

うち特交町債 その他県 一般財源
事 業 名

国
予算額

財源内訳

 教育課

坂町姉妹都市交流事業 1,100 333 320 447

悠邑ふるさと会館管理費 74,048 32,577 41,471

学校施設建設検討事業 14,834 14,834

スクールソーシャルワーカー活用事業 200 200 0

学校教育指導主事派遣負担金 3,968 3,968

スクールバス運行事業 40,081 6,000 950 33,131

語学指導助手招致事業 10,341 45 10,296

子ども読書活動推進事業 8,406 2,240 42 6,124

夢センセイ事業 400 267 133 0

学力向上推進事業 1,040 1,040 0

小学校管理費 22,027 1,160 433 20,434

小学校教育振興費 23,008 145 32 189 22,642

中学校管理費 22,230 1,161 2,051 19,018

中学校教育振興費 21,258 959 254 20,045

社会教育主事派遣負担金 2,500 2,500

人権・同和教育推進事業 366 223 143

文化財保護事業 1,754 100 1,654

子育て支援事業（子育てサポートセンター運営等） 14,048 3,128 10,920 9,417

文化振興事業 6,786 4,856 1,930

ふるさと教育推進事業 20,222 225 1,250 18,747 18,747

西公民館管理費 5,096 217 4,879 4,712

公民館活動事業 663 79 584 63

図書館事業 22,961 680 22,281

社会体育事業委託（スポーツクラブ） 447 447

社会体育団体活動補助事業（しおかぜ駅伝等） 406 406

体育施設費 2,157 11 2,146 198

川本町民球場改修事業（概略設計） 7,000 7,000

川本公園管理費 10,519 468 10,051 346

学校給食事業 50,071 4,381 45,690

■過疎地域自立促進特別事業（ソフト事業）
（単位：千円）

うち特交

エゴマ産地育成事業 7,880 7,800 80

島根中央高校教育振興事業 74,042 14,244 780 14,400 99 44,519

学習交流センター運営事業 43,721 158 5,996 18,500 14,488 4,579 4,408

まちごと魅力化センター管理費 52,092 66 7,902 11,100 28,703 4,321 4,123

ＦＴＴＨ基盤活用事業 83,323 4,100 37,743 41,480 4,858

かわもと音戯館活用事業 32,651 24,100 8,502 49

293,709 14,678 80,000 89,535 95,028 13,389

予算額

合計

国 過疎債 その他 一般財源

財源内訳

県
事 業 名
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□市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

○社会保障施策に要する経費に充てる引き上げ分の地方消費税交付金額：４３，８３８千円（見込み）

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

国庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
地方
消費税
（引上分）

その他

社会福祉総務費 88,339 300 13,950 3,924 70,165

福祉医療費助成事業費 13,873 6,299 1,193 338 6,043

民生委員費 1,303 20 68 1,215

生活困窮者自立支援事業費 6,247 4,416 97 1,734

障がい者福祉費 10,818 1,958 102 464 8,294

障がい者自立支援給付費 137,808 68,904 34,452 1,825 32,627

障がい者医療費 7,416 3,708 1,854 98 1,756

障がい児入所給付費 3,180 1,590 795 42 753

障がい者地域生活支援事業費 15,307 1,868 1,868 613 10,958

高齢者福祉費 92,874 266 27,459 3,451 61,698

介護予防事業費 10,560 7,893 141 2,526

包括的介護支援事業費 3,935 3,436 26 473

児童福祉総務費 5,287 53 33 275 4,926

乳幼児等医療費助成事業費 3,373 1,342 30 106 1,895

子育て支援費 14,403 55 4,849 1,800 2,515 274 4,910

未熟児養育医療給付事業費 301 150 75 10 4 62

子ども医療費助成事業費 6,387 1,334 30 266 4,757

保育所運営費 179,765 88,760 38,906 2,760 49,339

児童手当費 46,862 38,002 4,338 239 4,283

母子福祉費 13,640 5,588 722 350 370 6,610

生活保護総務費 30,200 19 1,599 28,582

扶助費 43,240 32,429 573 10,238

国民健康保険運営対策費 64,937 3,019 9,781 2,762 49,375

後期高齢者医療費 104,023 14,329 4,751 84,943

介護保険事業費 105,068 90 5,561 99,417

保健衛生総務費 16,227 36 36 3,099 692 12,364

病院費 235,467 28,800 10,947 195,720

地域自死対策事業費 92 42 3 47

成人保健事業費 7,037 58 309 755 314 5,601

母子保健事業費 7,327 2,075 203 29 266 4,754
感染症予防事業費 18,751 78 989 17,684

1,294,047 252,669 122,423 30,619 60,749 43,838 783,749

社会福祉

社会保険

保健衛生

合　　　　　　計

（単位：千円）

事　　業　　名 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源
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